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特特集集  ⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村基基本本法法のの検検証証・・⾒⾒直直しし  
 
 
 
⾷料・農業・農村基本法(以下「現⾏基本法」という。)は、⾷料・農業・農村政策の基5 

本理念や、その下での基本的な施策の⽅向性を⽰すものです。しかしながら、制定から四
半世紀が経過する中、我が国の⾷料・農業・農村は、制定時には想定していなかった、⼜
は想定を超えた情勢の変化や課題に直⾯しています。 

具体的には、(1)世界的な⼈⼝増加に伴う⾷料争奪の激化、気候変動による⾷料⽣産の不
安定化に起因する⾷料安全保障上のリスクの⾼まり、(2)地球温暖化、⽣物多様性といった10 
環境等の持続可能性に配慮した取組への関⼼の⾼まり、(3)国内の⼈⼝減少に先駆けて農村
⼈⼝が急激に減少する中で、農業者の急減等による⾷料供給を⽀える⼒への懸念の⾼まり
等が⾒られ、⼤きな歴史的転換点に⽴っています。 

このような状況を踏まえ、令和4(2022)年9⽉から、⾷料・農業・農村政策審議会に設置
された基本法検証部会の下で、現⾏基本法に基づく政策全般の検証・⾒直しの議論が⾏わ15 
れ、令和5(2023)年5⽉に同審議会の考え⽅を中間とりまとめとして公表し、その後、地⽅
意⾒交換会や国⺠からの意⾒・要望の募集を経て、同年9⽉に答申が取りまとめられまし
た。 

また、同年6⽉には、「⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部」(本部⻑は内閣総理⼤⾂)
において、「⾷料・農業・農村政策の新たな展開⽅向」を決定し、平時からの国⺠⼀⼈⼀⼈20 
の⾷料安全保障の確⽴、環境等に配慮した持続可能な農業・⾷品産業への転換、⼈⼝減少
下でも持続可能で強固な⾷料供給基盤の確⽴といった新たな三つの柱に基づく政策の⽅向
性を取りまとめました。 

さらに、同年12⽉には、同本部において「⾷料・農業・農村基本法の改正の⽅向性につ
いて」を決定するとともに、「⾷料・農業・農村政策の新たな展開⽅向」に基づく施策の⼯25 
程表を策定し、現⾏基本法の改正内容を実現するために必要な関連法案やその他の具体的
な施策について取りまとめました。 

これらを受けて、第213回通常国会に「⾷料・農業・農村基本法の⼀部を改正する法律
案」を提出しました。 

以下では、その内容について紹介します。 30 
 

第第11節節  ⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村基基本本法法⾒⾒直直ししのの経経緯緯  
 

((11))  ⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村基基本本法法⾒⾒直直ししのの経経緯緯  
((現現⾏⾏基基本本法法制制定定後後、、⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村をを取取りり巻巻くく情情勢勢がが変変化化))  35 

現⾏基本法の制定から四半世紀が経過する中、途上国を中⼼として世界⼈⼝は急増し、
⾷料需要も増加する⼀⽅、気候変動による異常気象の頻発化や、地政学的リスクの⾼まり
等により、世界の⾷料⽣産・供給は不安定化しています((図図表表  特特11--11))。 

また、我が国では、⻑期にわたるデフレ経済下で経済成⻑が鈍化したのに対して、中国
やインド等の新興国の経済は急成⻑した結果、世界における我が国の相対的な経済的地位40 
は低下し、必要な⾷料や農業⽣産資材を容易に輸⼊できる状況ではなくなりつつあります。 

 

 

 
国内農業に⽬を向けると、農業者の減少・⾼齢化や農村におけるコミュニティの衰退が

懸念される状況が続く中、平成21(2009)年には、総⼈⼝も減少傾向に転じ、国内市場の縮
⼩は避け難い課題となっています。 

くわえて、SDGs1(持続可能な開発⽬標)の取組・意識が世界的に広く浸透し、⾃然資本5 
や環境に⽴脚した農業・⾷品産業に対しても、環境や⽣物多様性等への配慮・対応が社会
的に求められ、持続可能性は農業・⾷品産業の発展や新たな成⻑のための重要課題として
認識されるに⾄っています。 

 

 10 
 

((⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村政政策策審審議議会会ににおおいいてて答答申申をを取取りりままととめめ))  
我が国の⾷料安全保障にも関わる⼤きな情勢の変化や課題が顕在化したことを踏まえ、

令和4(2022)年9⽉に農林⽔産⼤⾂から⾷料・農業・農村政策審議会に諮問が⾏われました。
これを受けて同審議会の下に学識経験者や⽣産者、⾷関連事業者、関係団体等の様々な分15 
野の委員から成る基本法検証部会が設置され、計17回2にわたって有識者へのヒアリングや

 
1 Sustainable Development Goalsの略 
2 令和6(2024)年3⽉に、第18回基本法検証部会が開催され、⾷料・農業・農村基本法改正法案等についての報告が⾏われた。 

⾼⾼温温・・乾乾燥燥にによよりり単単収収がが低低下下  
ししたた⼤⼤⾖⾖圃圃場場((アアルルゼゼンンチチンン))  
 

洪洪⽔⽔にによよりり浸浸⽔⽔ししたた稲稲作作圃圃場場  
((タタイイ))  

＊写真の撮影者は、ラチャグリット・ 
タンヤジャラットポーン⽒ 

図表 特1-1 世界の⾷料⽣産・供給の不安定化の事例 

農農作作物物をを⾷⾷べべ荒荒ららすすササババクク  
トトビビババッッタタ((ケケニニアア))  

＊© FAO/Sven Torfinn 

⾼⾼病病原原性性⿃⿃イインンフフルルエエンンザザのの
発発⽣⽣にに伴伴いい飼飼養養鶏鶏のの殺殺処処分分がが
⾏⾏わわれれるる養養鶏鶏場場((⻘⻘森森県県))  

＊写真の出典は、防衛省 

新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症のの  
感感染染拡拡⼤⼤にに伴伴いい流流通通がが混混乱乱しし、、
空空ににななっったた商商品品棚棚((豪豪州州))  

＊写真の出典は、独⽴⾏政法⼈農畜産業振興機構 

国国際際情情勢勢のの変変化化にに伴伴うう調調達達  
リリススククのの⾼⾼ままりりをを受受けけ、、備備蓄蓄
をを開開始始ししたた肥肥料料原原料料((茨茨城城県県))  

⼲ばつによる不作 洪⽔による浸⽔ 害⾍の⼤発⽣

家畜伝染病の発⽣ 感染症による流通の混乱

資料：農林⽔産省作成 

肥料需給の逼迫
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と農業者の地位向上を⽬的とした旧基本法に代わり、国⺠から求められる農業・農村の役
割を明確化し、その役割を果たすための農政の⽅向性を⽰すものとして平成11(1999)年に
制定されました。 
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農農業業基基本本法法制制下下のの農農政政のの⼤⼤ききなな流流れれ  

資料：農林⽔産省作成 

   
 
農業基本法は、農業の近代化・合理化により、農業と他産業の間の⽣産性や従事者の所得の格差

を縮⼩させることを⽬的としていました。その後、我が国の経済が想像を超える成⻑を⾒せる中、
農業と他産業の⽣産性には依然として⼤きな格差が残りました。農村では、農業から他産業への労
働⼒の流出が急増しましたが、機械化の進展や農地の資産的価値の⾼まり等を背景に、農村に残る
農業者の多くが兼業化し、農業構造の改善や⾃⽴経営の育成は進みませんでした。 

⼀⽅で、兼業収⼊の増加により農業者と他産業従事者との所得格差が解消する⽅向にあったもの
の、農村から都市へ、特に若年層の労働⼒が流出したことにより、社会減による農村⼈⼝の減少や
⾼齢化等の問題が顕在化し、農業⽣産活動の停滞や農村活⼒の低下等の懸念が⾼まりました。 

また、農業基本法は、価格政策により農業者の所得確保を図ることとしていましたが、輸⼊農産
物との関係においては、価格政策だけでは競争⼒をカバーできない場合には、関税や輸⼊割当等の
措置を講じることとし、バランスを保つこととしていました。その後、国際的な農産物貿易の⾃由
化が進展する中で、価格⽀持等の貿易歪 曲

わいきょく
的な国内助成の⾒直しを⾏いつつ、輸⼊農産物との直接

的な競争にも耐え得る農業経営や農業構造の確⽴が求められることとなりました。 
このような当時の経済情勢において、⾮効率な農業から国際的な競争⼒のある産業へ転換してい

くべきとの意⾒もあった⼀⽅で、国⺠がゆとり、安らぎ、⼼の豊かさを従来以上に意識するように
変わっていく中で、⾷料の安定的な供給や多⾯的機能の発揮を担うものとして農業・農村に対する
国⺠の期待が⾼まっていました。 

これらを踏まえ、「農業」に加え、「⾷料」、「農村」という視点から施策を構築するとともに、効
率的・安定的な経営体の育成や市場原理の⼀層の導⼊を基本的課題とする「新しい⾷料・農業・農
村政策の⽅向」を平成4(1992)年に取りまとめ、平成11(1999)年には⾷料・農業・農村基本法に基づ
く農政を展開することとしました。 
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施策の検証等の活発な議論が⾏われました。 
令和5(2023)年5⽉には、中間とりまとめが公表され、全国11ブロックで地⽅意⾒交換会

を実施するとともに、Webサイト等を通じた国⺠からの意⾒募集を⾏い、広く国⺠の声を
聴きながら検討が進められ、同年9⽉に答申が取りまとめられました。 
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((22))  ⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村基基本本法法のの制制定定のの経経緯緯  10 
((平平成成1111((11999999))年年にに現現⾏⾏基基本本法法をを制制定定))  

現⾏基本法は、農業基本法(以下「旧基本法」という。)が制定された昭和36(1961)年か
ら30年以上が経過する中で、旧基本法の掲げる政策⽬標と実勢の乖離

か い り
、国際的な農産物貿

易の⾃由化の進展、農業・農村に対する国⺠の期待の⾼まり等を背景として、農業の発展
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施するとともに、Webサイトを通じた国⺠からの意⾒・要望の募集が実施されました。 
地⽅意⾒交換会においては、主に、(1)適正な価格形成に向けた⾷料システム全体での仕組みの構

築、⾷育等を通じた国⺠の理解醸成、(2)物流の効率化等による⾷品アクセスの改善、(3)⼈⼝減少
下における農地・農業インフラの維持等が必要ではないかといった意⾒が出されました。 

また、Webサイトを通じた国⺠からの意⾒・要望の募集においては、提出された意⾒・要望の総
計は1,179件でした。その内訳を⾒ると、「全般」が306件で最も多く、「農業分野」(295件)、「⾷料・
農業・農村基本計画等」(171件)の順となりました。また、寄せられた意⾒・要望のキーワードを⾒
ると、「種⼦関係」が540件で最も多く、次いで「肥料関係」(107件)、「⾷料⾃給率関係」(107件)、
「⽣物多様性関係」(106件)、「価格関係」(105件)、「有機農業関係」(99件)の順となりました。 
 このような結果を踏まえ、⾷料・農業・農村政策審議会の答申が取りまとめられました。 

北北海海道道帯帯広広市市ででのの地地⽅⽅意意⾒⾒交交換換会会  ⽯⽯川川県県⾦⾦沢沢市市ででのの地地⽅⽅意意⾒⾒交交換換会会  
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受受けけ取取るる農農林林⽔⽔産産⼤⼤⾂⾂  
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kensho/index.html 
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と農業者の地位向上を⽬的とした旧基本法に代わり、国⺠から求められる農業・農村の役
割を明確化し、その役割を果たすための農政の⽅向性を⽰すものとして平成11(1999)年に
制定されました。 
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資料：農林⽔産省作成 
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「⽣物多様性関係」(106件)、「価格関係」(105件)、「有機農業関係」(99件)の順となりました。 
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⽣じ、国内でどう分配するのか、不⾜分をどう調達するのかについて、⽣産、流通、販売
全体にわたる取組が必要になることから、不測時における⾷料安全保障との限定的な意味
合いで⾷料安全保障という⽤語が⽤いられました。 

 
((外外部部経経済済効効果果ととししてて「「多多⾯⾯的的機機能能のの⼗⼗分分なな発発揮揮」」をを位位置置付付けけ))  5 

農村において継続的に農業が営まれることにより、その外部経済効果として、国⼟の保
全、⽔源の涵養

かんよう
、⾃然環境の保全等の機能があることを明確にし、このような⾷料等の供

給機能以外の多⾯にわたる機能である「多⾯的機能」の⼗分な発揮を位置付けました。こ
れにより、国内農業⽣産やそれを⽀える農村の重要性を位置付け、国内で農業⽣産を維持
することの必要性を説明することが狙いとされていました。 10 

 
((国国⺠⺠のの視視点点にに⽴⽴ちち、、「「農農業業のの持持続続的的なな発発展展」」をを位位置置付付けけ))  

旧基本法においては、農業・農業者に関して、他産業との間の⽣産性や所得⽔準の格差
を縮⼩させるという、農業・農業者の視点に⽴った政策⽬標を掲げていましたが、現⾏基
本法では、⾷料の安定供給の確保と多⾯的機能の⼗分な発揮という基本理念を実現するた15 
めには、農業の持続的な発展が必要という「国⺠の視点」に⽴った農業の意義付けに変更
しました。 

農業の持続的な発展を図るためには、効率的な⽣産により⾼い⽣産性と収益性を確保し、
所得を⻑期にわたって継続的に確保できる経営体が、農業⽣産の相当部分を担う「望まし
い農業構造」を実現することが重要であるとの考えの下、このような経営体を「効率的か20 
つ安定的な経営」と定義し、育成すべき対象と位置付けました。また、そのような望まし
い農業構造の実現に向けて、⽣産基盤整備の推進や農業経営の規模拡⼤等を進めていくこ
ととしました。 

 
((基基盤盤たたるる役役割割をを踏踏ままええ、、「「農農村村のの振振興興」」をを位位置置付付けけ))  25 

農村は、農業が持続的に発展し、⾷料を安定的に供給する機能や多⾯的機能が適切に発
揮されるための基盤たる役割を果たしていることを踏まえ、その振興が図られなければな
らないとしました。 

当時、我が国の経済発展に伴い、農村から都市への⼈⼝流出が進むとともに、⾼齢化が
進⾏し、将来的に農村が農業⽣産や農業者の⽣活の場としての機能を果たすことができな30 
くなることが懸念されていたことから、農業の⽣産条件の整備や⽣活環境の整備によって、
その振興を図ることが謳

うた
われました。 

 

 

((33))  ⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村基基本本法法のの基基本本理理念念  
((四四つつのの基基本本理理念念をを位位置置付付けけ))  

現⾏基本法はその制定に際し、⾷料・農業・農村に関する施策について、基本理念及び
その実現を図る上で基本となる事項を定めるとともに、国及び地⽅公共団体の責務等を明
らかにすることにより、⾷料・農業・農村に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、も5 
って国⺠⽣活の安定向上及び国⺠経済の健全な発展を図ることを⽬的としました。 

また、現⾏基本法は、国⺠全体の視点から農業・農村に期待される役割として「⾷料の
安定供給の確保」と「多⾯的機能の⼗分な発揮」があることを明確化しつつ、その役割を
果たすために「農業の持続的な発展」と「農村の振興」が必要であることを基本理念とし
て位置付けました((図図表表  特特11--22))。 10 

 

 
 

((国国のの政政策策のの第第⼀⼀のの理理念念ととししてて「「⾷⾷料料のの安安定定供供給給のの確確保保」」をを位位置置付付けけ))  
平成10(1998)年には世界の⼈⼝は60億⼈に達し、将来的には、急増する世界⼈⼝に応じ15 

た⾷料を確保していくことについて不安視されていました。世界の⾷料需給と貿易に不安
があることから、国の政策の第⼀の理念として、将来にわたって良質な⾷料を合理的な価
格で供給することを掲げました。また、⾷料の供給については、国内の農業⽣産の増⼤を
図ることを基本としつつも、全ての⾷料供給を国内の農業⽣産で賄うことは現実に困難で
あることから、輸⼊及び備蓄を適切に組み合わせて⾏わなければならないと明記しました。 20 

さらに、「消費のないところに⽣産はない」との考えの下、⾷料の価格を市場メカニズム
に委ねることとしました。これにより、需給や品質評価を適切に反映して価格が形成され、
価格がシグナルとなってそれらが⽣産現場に伝達されることを通じて需要に即した農業⽣
産が⾏われ、国内農業⽣産の増⼤とこれを基本とした⾷料安定供給が可能となることが期
待されていました。 25 

また、当時の経済状況では、総量として必要な⾷料を確保できれば、それを国⺠に供給
していくことについては、⺠間の事業者が⾃⽴的に⾏うことができ、国⺠も経済的に豊か
で、必要な⾷料を⼊⼿できる購買⼒があるとの前提の下で、平時においては、⾷料の安定
供給さえ確保されれば⾷料の安全保障は確保できるとの考えに⽴脚していました。⼀⽅、
国際貿易が極度に制限されるような不測の事態が発⽣した場合には、⾷料供給にも⽀障が30 

図表 特1-2 農業基本法及び⾷料・農業・農村基本法の基本理念 
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⽣じ、国内でどう分配するのか、不⾜分をどう調達するのかについて、⽣産、流通、販売
全体にわたる取組が必要になることから、不測時における⾷料安全保障との限定的な意味
合いで⾷料安全保障という⽤語が⽤いられました。 

 
((外外部部経経済済効効果果ととししてて「「多多⾯⾯的的機機能能のの⼗⼗分分なな発発揮揮」」をを位位置置付付けけ))  5 

農村において継続的に農業が営まれることにより、その外部経済効果として、国⼟の保
全、⽔源の涵養

かんよう
、⾃然環境の保全等の機能があることを明確にし、このような⾷料等の供

給機能以外の多⾯にわたる機能である「多⾯的機能」の⼗分な発揮を位置付けました。こ
れにより、国内農業⽣産やそれを⽀える農村の重要性を位置付け、国内で農業⽣産を維持
することの必要性を説明することが狙いとされていました。 10 

 
((国国⺠⺠のの視視点点にに⽴⽴ちち、、「「農農業業のの持持続続的的なな発発展展」」をを位位置置付付けけ))  

旧基本法においては、農業・農業者に関して、他産業との間の⽣産性や所得⽔準の格差
を縮⼩させるという、農業・農業者の視点に⽴った政策⽬標を掲げていましたが、現⾏基
本法では、⾷料の安定供給の確保と多⾯的機能の⼗分な発揮という基本理念を実現するた15 
めには、農業の持続的な発展が必要という「国⺠の視点」に⽴った農業の意義付けに変更
しました。 

農業の持続的な発展を図るためには、効率的な⽣産により⾼い⽣産性と収益性を確保し、
所得を⻑期にわたって継続的に確保できる経営体が、農業⽣産の相当部分を担う「望まし
い農業構造」を実現することが重要であるとの考えの下、このような経営体を「効率的か20 
つ安定的な経営」と定義し、育成すべき対象と位置付けました。また、そのような望まし
い農業構造の実現に向けて、⽣産基盤整備の推進や農業経営の規模拡⼤等を進めていくこ
ととしました。 

 
((基基盤盤たたるる役役割割をを踏踏ままええ、、「「農農村村のの振振興興」」をを位位置置付付けけ))  25 
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うた
われました。 

 

 

((33))  ⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村基基本本法法のの基基本本理理念念  
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果たすために「農業の持続的な発展」と「農村の振興」が必要であることを基本理念とし
て位置付けました((図図表表  特特11--22))。 10 

 

 
 

((国国のの政政策策のの第第⼀⼀のの理理念念ととししてて「「⾷⾷料料のの安安定定供供給給のの確確保保」」をを位位置置付付けけ))  
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また、当時の経済状況では、総量として必要な⾷料を確保できれば、それを国⺠に供給
していくことについては、⺠間の事業者が⾃⽴的に⾏うことができ、国⺠も経済的に豊か
で、必要な⾷料を⼊⼿できる購買⼒があるとの前提の下で、平時においては、⾷料の安定
供給さえ確保されれば⾷料の安全保障は確保できるとの考えに⽴脚していました。⼀⽅、
国際貿易が極度に制限されるような不測の事態が発⽣した場合には、⾷料供給にも⽀障が30 
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しました(図図表表  特特22--11)。 
 

 
 

((経経済済的的理理由由にによよりり⼗⼗分分なな⾷⾷料料をを⼊⼊⼿⼿ででききなないい⼈⼈がが増増加加))  5 
厚⽣労働省の調査によると、所得⾦額階

級別世帯数の相対度数分布について、平成
9(1997)年と令和3(2021)年を⽐較すると、
⾼所得世帯の減少のほか、200万円未満の
世帯割合の増加が⾒られています(図図表表  特特10 
22--22)。このような状況の下、経済的理由に
より⼗分な⾷料を⼊⼿できない⼈が増加し
ていることがうかがわれます。 

 
 15 
 
 
 
 
 20 
 
 

((⾷⾷料料をを届届けけるる⼒⼒がが減減退退))  
農林⽔産物・⾷品の流通は約97%をトラック輸送に依存していますが、トラックドライ

バー不⾜が深刻化しています。このまま推移すると、令和12(2030)年には、トラックを含25 
む⾃動⾞運転者の時間外労働の上限規制が適⽤される、いわゆる「物流の2024年問題1」の
影響と併せて輸送能⼒の約3割が不⾜する可能性もあるとの推計があり、⾷品流通に⽀障
が⽣じる懸念が⾼まっています。 

 
1 トピックス2を参照 

図表 特2-1 FAOにおける⾷料安全保障の定義 

資料：農林⽔産省作成 

【【FFAAOOににおおけけるる⾷⾷料料安安全全保保障障のの定定義義】】
⾷料安全保障は、全全ててのの⼈⼈がが、、いいかかななるる時時ににもも、活動的で健康的な⽣活に必要な⾷⽣活上のニニーーズズと嗜嗜好好

を満たすために、⼗⼗分分でで安安全全かかつつ栄栄養養ああるる⾷⾷料料をを、、物物理理的的ににもも社社会会的的ににもも経経済済的的ににもも⼊⼊⼿⼿可可能能であるときに
達成される。

【【⾷⾷料料安安全全保保障障のの四四つつのの要要素素】】
FFoooodd AAvvaaiillaabbiilliittyy(供給⾯)
適切な品質の⾷料が⼗分に供給されているか。

FFoooodd AAcccceessss(アクセス⾯)
栄養ある⾷料を⼊⼿するための合法的、政治的、
経済的、社会的な権利を持ち得るか。

UUttiilliizzaattiioonn(利⽤⾯)
安全で栄養価の⾼い⾷料を摂取できるか。

SSttaabbiilliittyy(安定⾯)
いつ何時でも適切な⾷料を⼊⼿できる安定性が
あるか。

図表 特2-2 所得⾦額階級別世帯数の相対度数
分布の変化 

資料：厚⽣労働省「国⺠⽣活基礎調査」を基に農林⽔産省作成 
0 2 4 6 8 10 12 14 16
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1,200〜1,500万円
1,000〜1,200万円
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300〜400万円
200〜300万円
100〜200万円

100万円未満 %

令和3(2021)年

平成9(1997)年

 

 
第第22節節  ⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村基基本本法法制制定定後後のの情情勢勢のの変変化化とと  

今今後後2200年年をを⾒⾒据据ええたた課課題題  
 
 5 

((11))  ⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村基基本本法法がが前前提提ととししてていいたた状状況況のの変変化化とと新新たたなな課課題題  
((現現⾏⾏基基本本法法制制定定以以降降、、⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村ををめめぐぐるる内内外外のの情情勢勢はは⼤⼤ききくく変変化化))  

現⾏基本法制定以降、⾷料・農業・農村をめぐる内外の情勢は⼤きく変化しました。そ
の中には、政策の前提となる情勢が⼤きく変化したものや、政策の⽬的は変わらないもの
の⽬的の遂⾏についての考え⽅や実現⼿法が変化したもの等が⾒られ、その態様は多岐に10 
わたっています。 

特に令和4(2022)年2⽉に始まったロシアによるウクライナ侵略等により、世界の⾷料⽣
産・供給は不安定化しており、⾷料安全保障をめぐる情勢は⼤きく変化しています。 

また、現⾏基本法制定後、環境保全や持続可能性をめぐる国際的な議論は⼤きく進展し、
農業や⾷品産業と持続可能性との考え⽅も⼤きく変化しています。 15 

現⾏基本法の基本理念が前提としていた状況が⼤きく変わりつつあり、新たな課題も⽣
じています。 

 
((22))  平平時時ににおおけけるる⾷⾷料料安安全全保保障障リリススクク  
((世世界界情情勢勢のの変変化化にによよりり⾷⾷料料安安全全保保障障にに係係るる地地政政学学的的リリススククがが⾼⾼ままりり))  20 

近年、新型コロナウイルス感染症のまん
延、エネルギー価格の⾼騰、気候変動、紛
争等による複合的リスクが顕在化していま
す。そのような中、ロシアによるウクライ
ナ侵略等により、⿊海

こっかい
経由の穀物輸出の停25 

滞、国際的な⼩⻨相場や肥料原料価格の⾼
騰といった世界の⾷料供給を⼀層不安定化
させる事態が発⽣し、これを契機として、
地政学的リスクの⾼まりが世界の⾷料供給
や国内外の物流に⼤きな影響を及ぼすこと30 
が改めて認識されました。 

地政学的な情勢の不安定化は、輸⼊依存
度の⾼い我が国の⾷料供給に深刻な影響を
及ぼす可能性があります。 

 35 
((⾷⾷料料安安全全保保障障にに関関すするる国国際際的的なな議議論論がが進進展展))  

FAO1(国際連合⾷糧農業機関)は、世界規模で⾷料問題に関する議論が⾏われた平成
8(1996)年の世界⾷料サミットにおいて、⾷料安全保障について「全ての⼈が、いかなる
時にも、活動的で健康的な⽣活に必要な⾷⽣活上のニーズと嗜好

し こ う
を満たすために、⼗分で

安全かつ栄養ある⾷料を、物理的にも社会的にも経済的にも⼊⼿可能である」ことと定義40 
 

1 Food and Agriculture Organization of the United Nationsの略 

ウウククラライイナナ情情勢勢ををめめぐぐりり開開催催さされれたた  
GG77⾸⾸脳脳会会合合((令令和和44((22002222))年年33⽉⽉))  

資料：⾸相官邸ホームページ 
URL：https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/actions/ 

202203/24g7.html 
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しました(図図表表  特特22--11)。 
 

 
 

((経経済済的的理理由由にによよりり⼗⼗分分なな⾷⾷料料をを⼊⼊⼿⼿ででききなないい⼈⼈がが増増加加))  5 
厚⽣労働省の調査によると、所得⾦額階

級別世帯数の相対度数分布について、平成
9(1997)年と令和3(2021)年を⽐較すると、
⾼所得世帯の減少のほか、200万円未満の
世帯割合の増加が⾒られています(図図表表  特特10 
22--22)。このような状況の下、経済的理由に
より⼗分な⾷料を⼊⼿できない⼈が増加し
ていることがうかがわれます。 
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バー不⾜が深刻化しています。このまま推移すると、令和12(2030)年には、トラックを含25 
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達成される。
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第第22節節  ⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村基基本本法法制制定定後後のの情情勢勢のの変変化化とと  

今今後後2200年年をを⾒⾒据据ええたた課課題題  
 
 5 

((11))  ⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村基基本本法法がが前前提提ととししてていいたた状状況況のの変変化化とと新新たたなな課課題題  
((現現⾏⾏基基本本法法制制定定以以降降、、⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村ををめめぐぐるる内内外外のの情情勢勢はは⼤⼤ききくく変変化化))  

現⾏基本法制定以降、⾷料・農業・農村をめぐる内外の情勢は⼤きく変化しました。そ
の中には、政策の前提となる情勢が⼤きく変化したものや、政策の⽬的は変わらないもの
の⽬的の遂⾏についての考え⽅や実現⼿法が変化したもの等が⾒られ、その態様は多岐に10 
わたっています。 

特に令和4(2022)年2⽉に始まったロシアによるウクライナ侵略等により、世界の⾷料⽣
産・供給は不安定化しており、⾷料安全保障をめぐる情勢は⼤きく変化しています。 

また、現⾏基本法制定後、環境保全や持続可能性をめぐる国際的な議論は⼤きく進展し、
農業や⾷品産業と持続可能性との考え⽅も⼤きく変化しています。 15 

現⾏基本法の基本理念が前提としていた状況が⼤きく変わりつつあり、新たな課題も⽣
じています。 

 
((22))  平平時時ににおおけけるる⾷⾷料料安安全全保保障障リリススクク  
((世世界界情情勢勢のの変変化化にによよりり⾷⾷料料安安全全保保障障にに係係るる地地政政学学的的リリススククがが⾼⾼ままりり))  20 

近年、新型コロナウイルス感染症のまん
延、エネルギー価格の⾼騰、気候変動、紛
争等による複合的リスクが顕在化していま
す。そのような中、ロシアによるウクライ
ナ侵略等により、⿊海

こっかい
経由の穀物輸出の停25 

滞、国際的な⼩⻨相場や肥料原料価格の⾼
騰といった世界の⾷料供給を⼀層不安定化
させる事態が発⽣し、これを契機として、
地政学的リスクの⾼まりが世界の⾷料供給
や国内外の物流に⼤きな影響を及ぼすこと30 
が改めて認識されました。 

地政学的な情勢の不安定化は、輸⼊依存
度の⾼い我が国の⾷料供給に深刻な影響を
及ぼす可能性があります。 

 35 
((⾷⾷料料安安全全保保障障にに関関すするる国国際際的的なな議議論論がが進進展展))  

FAO1(国際連合⾷糧農業機関)は、世界規模で⾷料問題に関する議論が⾏われた平成
8(1996)年の世界⾷料サミットにおいて、⾷料安全保障について「全ての⼈が、いかなる
時にも、活動的で健康的な⽣活に必要な⾷⽣活上のニーズと嗜好

し こ う
を満たすために、⼗分で

安全かつ栄養ある⾷料を、物理的にも社会的にも経済的にも⼊⼿可能である」ことと定義40 
 

1 Food and Agriculture Organization of the United Nationsの略 

ウウククラライイナナ情情勢勢ををめめぐぐりり開開催催さされれたた  
GG77⾸⾸脳脳会会合合((令令和和44((22002222))年年33⽉⽉))  

資料：⾸相官邸ホームページ 
URL：https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/actions/ 

202203/24g7.html 
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⼀⽅、平成22(2010)年に21億3千万tであ
った穀物⽣産量は、令和32(2050)年には36
億4千万tになると推計されています。⼈⼝
増加に対応し、世界の穀物⽣産量も増加し
ていますが、⾃然条件に左右される農業の5 
特性上、豊凶による⽣産量の変動によって、
豊作時には膨⼤な在庫を抱え、不作時には
価格が急騰する状況が繰り返されています。 

また、令和4(2022)年2⽉に始まったロシ
アによるウクライナ侵略は、⼩⻨等の主要10 
⽣産国であるウクライナの輸出量の減少を
招き、⼩⻨の国際価格は同年3⽉に過去最
⾼値となりました。これらの不安定さは、
経済的に豊かな先進国・新興国、貧しい途
上国の配分の問題を背景に、途上国の飢餓15 
を始め、世界的な⾷料安全保障に⼤きな影
響を及ぼしています。 

 
((気気候候変変動動にによよるる異異常常気気象象のの頻頻発発にに起起因因しし、、⾷⾷料料⽣⽣産産がが不不安安定定化化))  

地球温暖化の影響により、⾼温、⼲ばつ、20 
⼤規模な洪⽔等の異常気象が頻発し、2000
年代に⼊ってからは、毎年のように世界各
地で局所的な不作が発⽣しています。 

このような要因もあいまって、世界的な
⾷料⽣産の不安定化が助⻑されており、穀25 
物価格の⾼騰と暴落が繰り返されるように
なっています。 

⾷料や農業⽣産資材を輸⼊に依存してい
る我が国では、中⻑期的に⾒て安定的な調
達が困難になるリスクが⾼まるといった影30 
響が顕在化しています。 

例えば我が国の年平均気温は、過去100
年当たりで1.35℃の割合で上昇しています
(図図表表  特特22--55)。農林⽔産業は気候変動の影
響を受けやすく、⾼温による品質低下等が35 
既に発⽣しています。 

 
((輸輸⼊⼊国国ととししててのの影影響響⼒⼒がが低低下下))  

我が国では約30年にわたるデフレ経済下で経済成⻑が著しく鈍化したのに対し、世界的
には中国やインド等の新興国の経済が急成⻑しました。その結果、令和2(2020)年時点で、40 
我が国のGDP(国内総⽣産)は世界第3位を維持していますが、1⼈当たりGDPでは世界第

図表 特2-4 世界⼈⼝と穀物⽣産量の⾒通し 

資料：国際連合「World Population Prospects 2022」、農林⽔産省
「2050年における世界の⾷料需給⾒通し」(令和元(2019)年9
⽉公表)を基に農林⽔産省作成 

注：世界⼈⼝は国際連合の推計値 
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図表 特2-5 我が国の年平均気温偏差 

資料：気象庁「⽇本の年平均気温偏差の経年変化(1898〜2023年)」
(令和6(2024)年1⽉公表) 

注：⿊の細線は、各年の平均気温の基準値からの偏差。⻘の太線
は、偏差の5年移動平均値。⾚の直線は、⻑期変化傾向。平均
気温の基準値は、平成3(1991)〜令和2(2020)年の平均値 

 

また、国内市場の縮⼩の影響は、特に過
疎地で顕在化・深刻化しています。都市部
と⽐べて⽣活環境の整備等が⽴ち遅れてい
る中⼭間地等で⼈⼝減少・⾼齢化が先⾏し
て進むことから、⼩売業や物流等の採算が5 
合わなくなり、スーパーマーケット等の閉
店が進むこととなりました。この結果、⾼
齢者等を中⼼に⾷品の購⼊や飲⾷に不便や
苦労を感じる⼈、いわゆる「買い物困難者1」
が増加しています。令和6(2024)年2⽉に農10 
林⽔産政策研究所が公表した調査によると、
令和2(2020)年の⾷料品アクセス困難⼈⼝
は全国で904万3千⼈と推計され、平成
27(2015)年と⽐べ9.7％増加しました(図図表表  
特特22--33)。⾷品アクセス2の問題は、当初は中15 
⼭間地等の問題として認識されていました
が、今⽇では都市部でも発⽣し、全国的な
問題となっています。 
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((平平時時ににおおけけるる⾷⾷料料安安全全保保障障リリススククにに対対応応すするる必必要要))  
我が国では、1990年代以降、⾮正規雇⽤の増加等により、低所得者層が増加しつつあり、

経済的理由により⼗分かつ健康的な⾷事がとれない⼈等に⾷品を提供するフードバンクの
取組が広がりを⾒せています。⼀⽅、我が国のフードバンクは、⽶国等と⽐べても歴史が25 
浅く、⾷品の提供機能の拡⼤に向けた組織基盤の強化が課題となっています。 

また、産地から消費地まで農産物・⾷品を輸送する幹線物流の持続性確保が課題となっ
ているほか、買い物困難者の増加等が課題となっています。 

このように、平時において⾷品アクセスに困難を抱える国⺠が増加傾向にある中、平時
から⾷料を確保し、全ての国⺠が⼊⼿できるようにするため、関係省庁・地⽅公共団体等30 
が連携して対応する必要があります。 

 
((33))  ⾷⾷料料安安定定供供給給にに係係るる輸輸⼊⼊リリススクク  
((新新興興国国やや途途上上国国をを中中⼼⼼にに世世界界⼈⼈⼝⼝がが増増加加))  

平成11(1999)年当時に約60億⼈であった世界⼈⼝は、平成22(2010)年には約69億⼈、令35 
和5(2023)年には80億1千万⼈、令和32(2050)年には約97億⼈になると推計されています
(図図表表  特特22--44)。 

 
1 第1章第4節を参照 
2 第1章第4節を参照 

図表 特2-3 ⾷料品アクセス困難⼈⼝ 

資料：農林⽔産政策研究所「⾷料品アクセス困難⼈⼝の推計結果」(令
和6(2024)年2⽉公表) 

注：1) 店舗まで直線距離で500m以上、かつ、65歳以上で⾃動⾞
を利⽤できない⼈を「⾷料品アクセス困難⼈⼝」として推
計 

2) 店舗は、⽣鮮⾷料品⼩売業、百貨店、総合スーパー、⾷料
品スーパー及びコンビニエンスストア。ただし、令和
2(2020)年はドラッグストアを含む。 

3) 令和2(2020)年は、⾷料品アクセス困難⼈⼝の推計⽅法が
異なるため、平成27(2015)年以前とは連続しない。 
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⼀⽅、平成22(2010)年に21億3千万tであ
った穀物⽣産量は、令和32(2050)年には36
億4千万tになると推計されています。⼈⼝
増加に対応し、世界の穀物⽣産量も増加し
ていますが、⾃然条件に左右される農業の5 
特性上、豊凶による⽣産量の変動によって、
豊作時には膨⼤な在庫を抱え、不作時には
価格が急騰する状況が繰り返されています。 

また、令和4(2022)年2⽉に始まったロシ
アによるウクライナ侵略は、⼩⻨等の主要10 
⽣産国であるウクライナの輸出量の減少を
招き、⼩⻨の国際価格は同年3⽉に過去最
⾼値となりました。これらの不安定さは、
経済的に豊かな先進国・新興国、貧しい途
上国の配分の問題を背景に、途上国の飢餓15 
を始め、世界的な⾷料安全保障に⼤きな影
響を及ぼしています。 

 
((気気候候変変動動にによよるる異異常常気気象象のの頻頻発発にに起起因因しし、、⾷⾷料料⽣⽣産産がが不不安安定定化化))  

地球温暖化の影響により、⾼温、⼲ばつ、20 
⼤規模な洪⽔等の異常気象が頻発し、2000
年代に⼊ってからは、毎年のように世界各
地で局所的な不作が発⽣しています。 

このような要因もあいまって、世界的な
⾷料⽣産の不安定化が助⻑されており、穀25 
物価格の⾼騰と暴落が繰り返されるように
なっています。 

⾷料や農業⽣産資材を輸⼊に依存してい
る我が国では、中⻑期的に⾒て安定的な調
達が困難になるリスクが⾼まるといった影30 
響が顕在化しています。 

例えば我が国の年平均気温は、過去100
年当たりで1.35℃の割合で上昇しています
(図図表表  特特22--55)。農林⽔産業は気候変動の影
響を受けやすく、⾼温による品質低下等が35 
既に発⽣しています。 

 
((輸輸⼊⼊国国ととししててのの影影響響⼒⼒がが低低下下))  

我が国では約30年にわたるデフレ経済下で経済成⻑が著しく鈍化したのに対し、世界的
には中国やインド等の新興国の経済が急成⻑しました。その結果、令和2(2020)年時点で、40 
我が国のGDP(国内総⽣産)は世界第3位を維持していますが、1⼈当たりGDPでは世界第

図表 特2-4 世界⼈⼝と穀物⽣産量の⾒通し 

資料：国際連合「World Population Prospects 2022」、農林⽔産省
「2050年における世界の⾷料需給⾒通し」(令和元(2019)年9
⽉公表)を基に農林⽔産省作成 

注：世界⼈⼝は国際連合の推計値 
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図表 特2-5 我が国の年平均気温偏差 

資料：気象庁「⽇本の年平均気温偏差の経年変化(1898〜2023年)」
(令和6(2024)年1⽉公表) 

注：⿊の細線は、各年の平均気温の基準値からの偏差。⻘の太線
は、偏差の5年移動平均値。⾚の直線は、⻑期変化傾向。平均
気温の基準値は、平成3(1991)〜令和2(2020)年の平均値 

 

また、国内市場の縮⼩の影響は、特に過
疎地で顕在化・深刻化しています。都市部
と⽐べて⽣活環境の整備等が⽴ち遅れてい
る中⼭間地等で⼈⼝減少・⾼齢化が先⾏し
て進むことから、⼩売業や物流等の採算が5 
合わなくなり、スーパーマーケット等の閉
店が進むこととなりました。この結果、⾼
齢者等を中⼼に⾷品の購⼊や飲⾷に不便や
苦労を感じる⼈、いわゆる「買い物困難者1」
が増加しています。令和6(2024)年2⽉に農10 
林⽔産政策研究所が公表した調査によると、
令和2(2020)年の⾷料品アクセス困難⼈⼝
は全国で904万3千⼈と推計され、平成
27(2015)年と⽐べ9.7％増加しました(図図表表  
特特22--33)。⾷品アクセス2の問題は、当初は中15 
⼭間地等の問題として認識されていました
が、今⽇では都市部でも発⽣し、全国的な
問題となっています。 
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((平平時時ににおおけけるる⾷⾷料料安安全全保保障障リリススククにに対対応応すするる必必要要))  
我が国では、1990年代以降、⾮正規雇⽤の増加等により、低所得者層が増加しつつあり、

経済的理由により⼗分かつ健康的な⾷事がとれない⼈等に⾷品を提供するフードバンクの
取組が広がりを⾒せています。⼀⽅、我が国のフードバンクは、⽶国等と⽐べても歴史が25 
浅く、⾷品の提供機能の拡⼤に向けた組織基盤の強化が課題となっています。 

また、産地から消費地まで農産物・⾷品を輸送する幹線物流の持続性確保が課題となっ
ているほか、買い物困難者の増加等が課題となっています。 

このように、平時において⾷品アクセスに困難を抱える国⺠が増加傾向にある中、平時
から⾷料を確保し、全ての国⺠が⼊⼿できるようにするため、関係省庁・地⽅公共団体等30 
が連携して対応する必要があります。 

 
((33))  ⾷⾷料料安安定定供供給給にに係係るる輸輸⼊⼊リリススクク  
((新新興興国国やや途途上上国国をを中中⼼⼼にに世世界界⼈⼈⼝⼝がが増増加加))  

平成11(1999)年当時に約60億⼈であった世界⼈⼝は、平成22(2010)年には約69億⼈、令35 
和5(2023)年には80億1千万⼈、令和32(2050)年には約97億⼈になると推計されています
(図図表表  特特22--44)。 

 
1 第1章第4節を参照 
2 第1章第4節を参照 

図表 特2-3 ⾷料品アクセス困難⼈⼝ 

資料：農林⽔産政策研究所「⾷料品アクセス困難⼈⼝の推計結果」(令
和6(2024)年2⽉公表) 

注：1) 店舗まで直線距離で500m以上、かつ、65歳以上で⾃動⾞
を利⽤できない⼈を「⾷料品アクセス困難⼈⼝」として推
計 
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品スーパー及びコンビニエンスストア。ただし、令和
2(2020)年はドラッグストアを含む。 

3) 令和2(2020)年は、⾷料品アクセス困難⼈⼝の推計⽅法が
異なるため、平成27(2015)年以前とは連続しない。 
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((⾷⾷料料安安定定供供給給にに係係るる輸輸⼊⼊リリススククにに対対応応すするる必必要要))  
世界的な⾷料需要が⾼まる⼀⽅、異常気象等による不作が頻発し、中国のような経済⼒

のある⾷料の輸⼊⼤国が新たに現れる状況において、輸⼊価格は上昇し、安定的な輸⼊に5 
も懸念が⽣じています。 

このため、輸⼊に依存する⾷料や農業⽣産資材においては、国内⽣産の拡⼤に⼀層取り
組むとともに、輸⼊の安定化や備蓄の有効活⽤等にも取り組む必要があります。 

  
((44))  合合理理的的なな価価格格のの形形成成とと需需要要にに応応じじたた⽣⽣産産  10 
((価価格格形形成成機機能能のの問問題題がが顕顕在在化化))  

GDPデフレータは、平成10(1998)年以降、各国で上昇していますが、我が国では2000
年代に低下し続けるなど、平成10(1998)年を下回る⽔準で推移しており、デフレ下に置か
れています(図図表表  特特22--77)。 
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図表 特2-7 主要国におけるGDPデフレータ(平成10(1998)年を100とする指数) 

資料：世界銀⾏「経済に関するデータ」を基に農林⽔産省作成 
注：GDPデフレータとは、名⽬GDPを実質GDPで除して算出される、国内要因による物価動向を⽰す指標 
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資料：S&P Global「Global Trade Atlas」を基に農林⽔産省作成 
注：経済規模とデータ制約を考慮して対象とした41か国・地域のうち、純輸⼊額(輸⼊額−輸出額)がプラスとなった国・地域の純輸⼊

額を集計したもの 
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13位1まで低下しており、今後我が国の経済的地位は更に低下することが予想されています。
また、新興国等においては、⾷料のほか、肥料等の農業⽣産資材の需要が増加しているた
め、それらの輸⼊量も急増しています。 
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このような状況の中、世界最⼤の農林⽔産物純輸⼊国は、平成10(1998)年には⽇本(シ

ェア40%)でしたが、令和3(2021)年には中国(シェア29%)となっており、中国が⾷料貿易
のプライスメーカーとなっています(図図表表  特特22--66)。 

我が国が輸⼊に⼤きく依存している穀物、油糧種⼦、肥料や飼料等の農業⽣産資材の調10 
達競争が激化しており、世界中から必要な⾷料や農業⽣産資材を思うような条件で調達で
きない状況となってきています。 

 
 

1 ⼈⼝1千万⼈以上でGDP上位60か国・地域を対象とした場合の順位 

図図表表22  主主なな穀穀物物等等のの国国・・地地域域別別のの期期末末在在庫庫((22002222//2233年年度度))
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っており、いずれの品⽬においても世界有数の輸⼊国となっています。 

世界における中国の輸⼊量の割合(前後3か年平均)の変化を⾒ると、とうもろこし、⽶、⼩⻨、⼤
⾖については、2002/03年度と⽐べて2022/23年度はいずれの品⽬においても上昇しています(図図表表
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また、2022/23年度末時点における世界の穀物在庫に占める中国の割合を⾒ると、とうもろこし
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地位は低下しています。近年では、中国が最⼤の純輸⼊国となっており、このような情勢の中で調
達競争が激化し、いわゆる「買い負け」の懸念も⽣じています。 

世界の穀物消費量が増加傾向で推移する中、今後とも中国の穀物需給の動向を注視していく必要
があります。 
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((55))  農農業業・・⾷⾷品品産産業業ににおおけけるる国国際際的的なな持持続続可可能能性性のの議議論論  
((環環境境にに配配慮慮ししたた持持続続可可能能なな農農業業をを主主流流化化すするる政政策策のの導導⼊⼊がが進進展展))  

地球環境の保全や貧困問題の解消とい
った持続的な社会・経済の形成に向けた国
際的な議論が進み、そのような議論の動向5 
が農業や⾷品産業の在り⽅にも⼤きな影響
を及ぼすようになっています。特に世界の
農業・林業・その他⼟地利⽤由来の温室効
果ガス(GHG1)排出量については、令和元
(2019)年は排出量全体の22％を占めるこ10 
とから、温室効果ガスの排出削減や⼟壌・
⽔資源の保全等が求められています(図図表表  
特特22--99)。 

また、農業が環境に負の影響を与え、持
続可能性を損なう側⾯があることへの関⼼15 
が⾼まる中で、⾷料供給が地⼒の維持や⾃
然景観の保全等の⽣態系サービスに与える
悪影響を最⼩化していくことが重要という
考え⽅が国際的に浸透しています(図図表表  特特22--1100)。 

このような中、農業⽣産活動においても、環境への負荷を最⼩限にする取組が求められ20 
るようになり、各国・地域において持続可能な農業を主流化する政策の導⼊が進みました。 

 

 
 
農林⽔産省では、⾷料・農林⽔産業の⽣産⼒向上と持続性の両⽴をイノベーションで実25 

 
1 Greenhouse Gasの略 

図表 特2-10 地球環境問題リスクとして指摘されている事項 

資料：農林⽔産省作成 

主な項⽬ 気候変動・⽣物多様性への影響
・過剰施肥による⼀酸化⼆窒素の発⽣、⽔質悪化 

・肥料の⽣産・調達に伴う化⽯燃料の使⽤
防除(農薬) ・不適切な農薬の使⽤による⽣物多様性の損失

・化⽯燃料の使⽤による⼆酸化炭素の発⽣
・農業機械作業による⼟壌の鎮圧
・廃棄段階での処理
・製造段階における燃料燃焼
・マイクロプラスチックによる海洋⽣物等への影響
・不適切な処理等による⽣態系の攪乱
・⽜等反すう動物の消化管内発酵によるメタンの発⽣
・家畜排せつ物処理に伴うメタン、⼀酸化⼆窒素の発⽣
・硝酸態窒素による⽔質汚染
・⽔⽥⼟壌等からのメタンの発⽣
・⼟壌粒⼦の流亡等による⽔質汚濁、富栄養化

農業機械・加温施設等

プラスチック資材等

家畜飼養

圃場管理

施肥(肥料)

図表 特2-9 世界の農林業由来のGHG排出量 

資料：IPCC「Climate Change 2022: Mitigation of Climate Change」
(令和4(2022)年4⽉公表)を基に農林⽔産省作成 

注：1) 参考⽂献⼀覧を参照 
2) 令和元(2019)年の推定値 
3) 排出量は⼆酸化炭素換算 
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約30年にわたるデフレ経済下で、国内の農産物・⾷品価格はほとんど上昇しないまま推

移してきました。消費者も低価格の⾷料を求めるようになる中で、安売り競争が常態化し、
サプライチェーン1全体を通じて⾷品価格を上げることを敬遠する意識が醸成・固定化され
ました。⽣産コストが増加しても価格を上げることができない問題が深刻化し、農産物や5 
⽣産資材の価格が急騰した際にも製品価格に速やかに反映できず、事業継続にも関わる事
態が⽣じています。 

 
((合合理理的的なな価価格格のの形形成成にに向向けけたた取取組組やや需需要要にに応応じじたた⽣⽣産産をを推推進進すするる必必要要))  

主要な農畜産物の需要量(国内消費仕向量)は、平成14(2002)年度以降の約20年間で、⾼10 
齢化による総カロリー摂取の減少はあるものの、増加している⾁類を除いておおむね横ば
い⼜は減少傾向で推移しています(図図表表  特特22--88)。 

我が国では、他品⽬に⽐べ農外収⼊が⼤きく兼業主体の⽣産構造や他作物への転換が進
まなかった稲作を始め、⽣産サイドにおいては、その需要に合わせた対応が必ずしもでき
ていません。このため、農産物市場の動向だけでは農業者の経営が変更される状況に⾄っ15 
ていないことがうかがわれます。 

また、⻑期にわたるデフレ経済下で、価格の安さによって競争する⾷品販売が普遍化し、
その結果、価格形成において⽣産コストが⼗分考慮されず、また、⽣産コストが上昇して
も販売価格に速やかに反映することが難しい状況を⽣み出しています。 

このため、合理的な価格の形成が⾏われるような仕組みの構築を検討するとともに、需20 
要に応じた⽣産を政策として推進することが求められています。 
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1 第1章第3節を参照 

図表 特2-8 主要な農畜産物の需要量(国内消費仕向量) 

資料：農林⽔産省「⾷料需給表」 
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((66))  海海外外もも視視野野にに⼊⼊れれたた市市場場開開拓拓・・⽣⽣産産  
((⼈⼈⼝⼝減減少少・・⾼⾼齢齢化化にに伴伴いい国国内内市市場場がが縮縮⼩⼩))  

我が国の⼈⼝は平成20(2008)年をピー
クに減少に転じており、今後とも⼈⼝減少5 
や⾼齢化により、⾷料の総需要と1⼈当た
り需要の両⽅が減少することが⾒込まれ、
国内の⾷市場が急速に縮⼩していくことが
避けられない状況となっています。また、
少⼦化や⾼齢化の進展により単⾝世帯が増10 
えることも⾒込まれており、家庭で直接⼜
は調理を経て消費される⽣鮮⾷品から調理
済み等の加⼯⾷品に需要がシフトすること
が予想されています(図図表表  特特22--1122)。総世帯
の1⼈当たり⾷料消費⽀出における⽣鮮⾷15 
品の割合は、平成27(2015)年の27.4%から
令和22(2040)年には21.0%にまで縮⼩する
ことが⾒込まれています。 

我が国の農業は、これまで主として国内
市場への供給を想定し、また、⽣鮮品を⽣産・販売する志向が強い傾向にありました。こ20 
のため、これまでの国内需要を想定した農業・⾷品⽣産を続けていく場合、農業の経済規
模も急速に縮⼩していくおそれがあります。 

 
((国国際際的的なな⾷⾷市市場場がが拡拡⼤⼤))  

世界⼈⼝の増加に伴い、国際的な⾷市場25 
は拡⼤傾向にあり、主要国・地域の飲⾷料
マーケット規模は平成27(2015)年から令
和12(2030)年にかけて1.5倍になると予測
されています(図図表表  特特22--1133)。特にアジア地
域は、世界の経済発展の中⼼地であり、⾼30 
所得者層の増加等により、⽇本⾷が受け⼊
れられ、我が国の農産物や加⼯⾷品の需要
も⾼まりつつあります。令和3(2021)年に
は我が国の農林⽔産物・⾷品の輸出額が初
めて1兆円を超え、更なる拡⼤の余地が⾒35 
込まれています。 

 
 
 
 40 

((海海外外もも視視野野にに⼊⼊れれたた市市場場開開拓拓・・⽣⽣産産をを推推進進すするる必必要要))  
⼈⼝減少とともに国内市場の縮⼩が避けられない状況において、国内市場のみを指向し

図表 特2-13 世界主要34か国・地域の飲⾷料市
場規模 

資料：農林⽔産政策研究所「世界の飲⾷料市場規模の推計」(平成
31(2019)年3⽉公表) 

注：主要34か国・地域は、平成27(2015)年のGDP上位20か国(⽇
本を除く。)のほか、これらに含まれないEU加盟国の上位5か
国及びAPEC参加国・地域の上位10か国・地域を加えた国・
地域 
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現させるため、令和3(2021)年5⽉に「みどりの⾷料システム戦略」(以下「みどり戦略」
という。)を策定し、中⻑期的な観点から、調達、⽣産、加⼯・流通、消費の各段階での取
組を推進しています(図図表表  特特22--1111)。さらに、令和4(2022)年には、みどりの⾷料システム
法1が制定され、農業の環境負荷低減を図る取組が進められています。 

くわえて、⾷品産業も、環境や⼈権に配慮して⽣産された原材料の使⽤や⾷品ロスの削5 
減といった持続性の確保に向けた取組が求められるようになりました。ビジネスにおいて
も持続可能性を確保する取組が企業評価やESG2投資等を⾏う上での重要な判断基準とな
りつつあります。 

今後、国内外の市場において環境や⼈権等の持続性に配慮していない農産物・⾷品は消
費者・事業者に選ばれにくくなる可能性があること、持続性に配慮していない⾷品産業等10 
は資⾦調達がしにくくなる可能性があること、諸外国・地域の規制・政策が持続可能性に
より重点を置くものに移⾏することが想定されることを踏まえ、我が国としても、慣⾏的
な農業・⾷品産業で⼗分とせず、環境等に配慮した持続可能な農業・⾷品産業を主流化し
ていく必要があります。 

あわせて、温室効果ガスの吸収や⽣物多15 
様性の保全といった農業分野が有する効果
についても評価をしながら、⺠間投資の呼
び込みにつなげる必要があります。 

これらの持続可能な農業・⾷品産業に向
けた取組を進めていく上では、消費者・事20 
業者の理解と⾏動変容が不可⽋となってい
ます。 

 

 
 

1 正式名称は「環境と調和のとれた⾷料システムの確⽴のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律」 
2 Environment(環境)、Social(社会)、Governance(ガバナンス(企業統治))を考慮した投資活動や経営・事業活動のこと 

図表 特2-11 みどり戦略の各分野での具体的な取組 

資料：農林⽔産省作成 

みみどどりりのの⾷⾷料料シシスステテムム戦戦略略  
URL：https://www.maff.go.jp/j/kanbo/ 

kankyo/seisaku/midori/index.html 
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国及びAPEC参加国・地域の上位10か国・地域を加えた国・
地域 
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現させるため、令和3(2021)年5⽉に「みどりの⾷料システム戦略」(以下「みどり戦略」
という。)を策定し、中⻑期的な観点から、調達、⽣産、加⼯・流通、消費の各段階での取
組を推進しています(図図表表  特特22--1111)。さらに、令和4(2022)年には、みどりの⾷料システム
法1が制定され、農業の環境負荷低減を図る取組が進められています。 

くわえて、⾷品産業も、環境や⼈権に配慮して⽣産された原材料の使⽤や⾷品ロスの削5 
減といった持続性の確保に向けた取組が求められるようになりました。ビジネスにおいて
も持続可能性を確保する取組が企業評価やESG2投資等を⾏う上での重要な判断基準とな
りつつあります。 

今後、国内外の市場において環境や⼈権等の持続性に配慮していない農産物・⾷品は消
費者・事業者に選ばれにくくなる可能性があること、持続性に配慮していない⾷品産業等10 
は資⾦調達がしにくくなる可能性があること、諸外国・地域の規制・政策が持続可能性に
より重点を置くものに移⾏することが想定されることを踏まえ、我が国としても、慣⾏的
な農業・⾷品産業で⼗分とせず、環境等に配慮した持続可能な農業・⾷品産業を主流化し
ていく必要があります。 

あわせて、温室効果ガスの吸収や⽣物多15 
様性の保全といった農業分野が有する効果
についても評価をしながら、⺠間投資の呼
び込みにつなげる必要があります。 

これらの持続可能な農業・⾷品産業に向
けた取組を進めていく上では、消費者・事20 
業者の理解と⾏動変容が不可⽋となってい
ます。 

 

 
 

1 正式名称は「環境と調和のとれた⾷料システムの確⽴のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律」 
2 Environment(環境)、Social(社会)、Governance(ガバナンス(企業統治))を考慮した投資活動や経営・事業活動のこと 

図表 特2-11 みどり戦略の各分野での具体的な取組 

資料：農林⽔産省作成 

みみどどりりのの⾷⾷料料シシスステテムム戦戦略略  
URL：https://www.maff.go.jp/j/kanbo/ 

kankyo/seisaku/midori/index.html 
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令和元(2019)年度からスマート農業実証プロジェクトを全国217地区で推進し、作業時
間の⼤幅な削減効果が明らかになったほか、草刈り等の危険な作業や重労働からの解放、
⽔⽥の⽔管理や家畜の体調管理等の現場のはり付きからの解放といった効果、環境負荷低
減によるみどり戦略の実現への貢献を確認しています。⼀⽅で、スマート農業機械等の導
⼊コストの⾼さやそれを扱える⼈材の不⾜、従来の栽培⽅式にスマート農業技術をそのま5 
ま導⼊してもその効果が⼗分に発揮されないこと、スマート農業技術の開発が不⼗分な領
域があり開発の促進を図る必要があること等の課題が判明しました。 

 
((⼈⼈⼝⼝減減少少下下ににおおいいててもも⾷⾷料料のの安安定定供供給給をを担担うう農農業業経経営営体体のの育育成成・・確確保保がが重重要要))  

農業者が⼤幅に減少することが予想される中で、今⽇よりも相当程度少ない農業経営体10 
で国内の⾷料供給を担う必要が⽣じています。 

今後、離農者の農地の受け⽫となる経営体や付加価値の向上を⽬指す経営体が⾷料供給
の⼤宗を担うことが想定されることから、これらの経営体への農地の集積・集約化に加え、
安定的な経営を⾏うための経営基盤の強化や限られた資本と労働⼒で最⼤限の⽣産を⾏う
ための⽣産性の向上が求められています。 15 

また、昨今普及しつつあるスマート農業技術や新品種を活⽤し、⽣産性を重視する農業
経営が必要となっています。 

 
((88))  農農村村ににおおけけるる地地域域ココミミュュニニテティィのの維維持持やや農農業業イインンフフララのの機機能能確確保保  
((農農村村⼈⼈⼝⼝のの減減少少、、集集落落のの縮縮⼩⼩にによよりり農農業業をを⽀⽀ええるる⼒⼒がが減減退退))  20 

我が国の農村では都市に先駆けて⼈⼝
減少・過疎化が進んできました。 

その結果、集落機能の維持に⽀障を来す
事態も⽣じており、集落内の⼾数が9⼾以
下になると⽤排⽔路の管理や農地の保全等25 
の集落が担ってきた共同活動が著しく減退
するといった状況も⾒られています(図図表表  
特特22--1155)。 

農村⼈⼝の減少や集落機能の低下は⾷料
安全保障上のリスクとして認識されるべき30 
課題となっています。 

 
 
 
 35 
 
 
 

((農農村村ににおおけけるる地地域域ココミミュュニニテティィのの維維持持やや農農業業イインンフフララのの機機能能確確保保がが重重要要))  
農村の⼈⼝減少は、これまで、農村から都市への⼈⼝流出による社会減を主として想定40 

していたため、このような社会減が原因の⼈⼝減少に対しては、都市との⽣活環境の格差

図表 特2-15 総⼾数別の集落活動の実施率 

資料：農林⽔産政策研究所「⽇本農業・農村構造の展開過程-2015
年農業センサスの総合分析-」(平成30(2018)年12⽉公表)を基
に農林⽔産省作成 

注：集落活動とは、「集落の活性化のための活動」、「地域資源の保
全活動」を指す。 
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続けることは、農業・⾷品産業の成⻑の阻害要因となるおそれがあります。 
⼀⽅、輸出は堅調に増加していることから、今後、国内需要に応じた⽣産に加え、輸出

向けの⽣産を増加させていくことは、農業・⾷品産業の持続的な成⻑を確保し、農業の⽣
産基盤を維持していく上で極めて重要です。 

持続的な成⻑とリスク分散、農業の⽣産基盤の維持の観点から、国内市場だけでなく海5 
外市場も視野に⼊れた農業・⾷品産業への転換を推進していく必要があります。 

 
((77))  ⼈⼈⼝⼝減減少少下下ににおおいいててもも⾷⾷料料のの安安定定供供給給をを担担うう農農業業経経営営体体のの育育成成・・確確保保  
((農農業業者者のの急急減減とと経経営営規規模模のの拡拡⼤⼤がが進進⾏⾏))  

我が国の⼈⼝減少は、農村で先⾏し、農10 
業者の減少・⾼齢化が著しく進展していま
す。基幹的農業従事者1数は、平成12(2000)
年の約240万⼈から令和5(2023)年には約
116万⼈と半減し、その年齢構成のピーク
は70歳以上層となっています。20年後の基15 
幹的農業従事者の中⼼となることが想定さ
れる60歳未満層は、全体の約2割の24万⼈
程度にとどまっています(図図表表  特特22--1144)。 

このような急激な農業者の減少の中で、
農地等を引き受けてきたのは⽐較的規模の20 
⼤きい農業経営体であり、その結果、平成
17(2005)年から令和2(2020)年にかけて、
経営耕地⾯積20ha以上の農業経営体は約
37%、農産物販売⾦額5千万円以上の農業
経営体は約42%増加しています。1経営体当たりの経営耕地⾯積・農産物販売⾦額の拡⼤25 
傾向は、今後とも継続することが⾒込まれています。 

  
((ススママーートト農農業業技技術術等等のの⽣⽣産産性性向向上上等等にに資資すするる技技術術⾰⾰新新がが進進展展))  

情報通信技術の進展やこれを⽀える通
信インフラの整備等が進んだことを背景に、30 
ロボット、AI2(⼈⼯知能)、IoT3等の先端技
術やデータを活⽤したスマート農業技術と
いった農業の⽣産性向上等に資する技術⾰
新が⾒られています。 

今後、農業者の減少が⾒込まれる中、⾷35 
料の供給基盤の維持を図っていくとともに、
⽣産性の⾼い農業を確⽴するためには、デ
ジタル変⾰の進展を踏まえ、スマート農業
を⼀層推進していくことが重要です。 

 
1 15歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として主に⾃営農業に従事している者 
2 Artificial Intelligenceの略 
3 Internet of Thingsの略で、モノのインターネットのこと 

図表 特2-14 年齢別の基幹的農業従事者数 

資料：農林⽔産省「令和5年農業構造動態調査」を基に作成 
注：令和5(2023)年2⽉1⽇時点の数値 
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令和元(2019)年度からスマート農業実証プロジェクトを全国217地区で推進し、作業時
間の⼤幅な削減効果が明らかになったほか、草刈り等の危険な作業や重労働からの解放、
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減によるみどり戦略の実現への貢献を確認しています。⼀⽅で、スマート農業機械等の導
⼊コストの⾼さやそれを扱える⼈材の不⾜、従来の栽培⽅式にスマート農業技術をそのま5 
ま導⼊してもその効果が⼗分に発揮されないこと、スマート農業技術の開発が不⼗分な領
域があり開発の促進を図る必要があること等の課題が判明しました。 
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今後、離農者の農地の受け⽫となる経営体や付加価値の向上を⽬指す経営体が⾷料供給
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また、昨今普及しつつあるスマート農業技術や新品種を活⽤し、⽣産性を重視する農業
経営が必要となっています。 
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我が国の農村では都市に先駆けて⼈⼝
減少・過疎化が進んできました。 

その結果、集落機能の維持に⽀障を来す
事態も⽣じており、集落内の⼾数が9⼾以
下になると⽤排⽔路の管理や農地の保全等25 
の集落が担ってきた共同活動が著しく減退
するといった状況も⾒られています(図図表表  
特特22--1155)。 

農村⼈⼝の減少や集落機能の低下は⾷料
安全保障上のリスクとして認識されるべき30 
課題となっています。 
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農村の⼈⼝減少は、これまで、農村から都市への⼈⼝流出による社会減を主として想定40 

していたため、このような社会減が原因の⼈⼝減少に対しては、都市との⽣活環境の格差

図表 特2-15 総⼾数別の集落活動の実施率 

資料：農林⽔産政策研究所「⽇本農業・農村構造の展開過程-2015
年農業センサスの総合分析-」(平成30(2018)年12⽉公表)を基
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続けることは、農業・⾷品産業の成⻑の阻害要因となるおそれがあります。 
⼀⽅、輸出は堅調に増加していることから、今後、国内需要に応じた⽣産に加え、輸出

向けの⽣産を増加させていくことは、農業・⾷品産業の持続的な成⻑を確保し、農業の⽣
産基盤を維持していく上で極めて重要です。 

持続的な成⻑とリスク分散、農業の⽣産基盤の維持の観点から、国内市場だけでなく海5 
外市場も視野に⼊れた農業・⾷品産業への転換を推進していく必要があります。 
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は70歳以上層となっています。20年後の基15 
幹的農業従事者の中⼼となることが想定さ
れる60歳未満層は、全体の約2割の24万⼈
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情報通信技術の進展やこれを⽀える通
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1 15歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として主に⾃営農業に従事している者 
2 Artificial Intelligenceの略 
3 Internet of Thingsの略で、モノのインターネットのこと 

図表 特2-14 年齢別の基幹的農業従事者数 

資料：農林⽔産省「令和5年農業構造動態調査」を基に作成 
注：令和5(2023)年2⽉1⽇時点の数値 
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23.8万⼈(20.4%)
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資料：ヤマハ発動機株式会社 
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第第33節節  ⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村基基本本法法のの⾒⾒直直ししにに向向けけてて  

 
 

((11))  ⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村政政策策のの新新たたなな展展開開⽅⽅向向  5 
((「「⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村政政策策のの新新たたなな展展開開⽅⽅向向」」をを決決定定))  

⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部では、令和5(2023)年6⽉に、現⾏基本法の⾒直
しに当たり、特に基本的施策の追加⼜は⾒直しが必要となっている事項について、政策の
⽅向性を整理した「⾷料・農業・農村政策の新たな展開⽅向」を決定し、(1)平時からの国
⺠⼀⼈⼀⼈の⾷料安全保障の確⽴、(2)環境等に配慮した持続可能な農業・⾷品産業への転10 
換、(3)⼈⼝減少下でも持続可能で強固な⾷料供給基盤の確⽴という新たな三つの柱に基づ
く政策の⽅向性を明らかにしました(図図表表  特特33--11)。 

 

 
 15 

((⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村基基本本法法のの改改正正のの⽅⽅向向性性をを取取りりままととめめ))  
⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部は、令和5(2023)年12⽉に「⾷料・農業・農村

基本法の改正の⽅向性について」を策定するとともに、「⾷料・農業・農村政策の新たな展
開⽅向」に基づく施策の⼯程表を策定し、⾷料・農業・農村基本法の改正内容を実現する
ために必要な関連法案やその他の具体的な施策について取りまとめました。今後、令和20 
7(2025)年には次期⾷料・農業・農村基本計画を策定し、⼯程表に基づいて施策の進捗管
理を⾏うこととしています。 

 
①①  ⾷⾷料料安安全全保保障障のの在在りり⽅⽅  
((国国⺠⺠⼀⼀⼈⼈⼀⼀⼈⼈のの⾷⾷料料安安全全保保障障をを確確⽴⽴))  25 

⾷料安全保障について、基本理念において柱として位置付け、全体としての⾷料の確保

図表 特3-1「⾷料・農業・農村政策の新たな展開⽅向」の概要 

資料：⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部資料を基に農林⽔産省作成 

環環境境等等にに配配慮慮ししたた持持続続可可能能なな農農業業・・⾷⾷品品産産業業へへのの転転換換

〇〇 環環境境とと調調和和ののととれれたた⾷⾷料料シシスステテムムのの確確⽴⽴
・環境負荷低減等を⾏う持持続続的的なな農農業業をを主主流流化化
・・農業⽣産、加⼯、流通、⼩売を含む⾷⾷料料シシスステテムム全全体体ででググリリーーンン化化

〇〇 ⼈⼈⼝⼝減減少少下下ででもも⽣⽣産産をを維維持持すするる供供給給基基盤盤のの確確⽴⽴
・農村の⼈⼝が急減する中で、離農する経営体の農地の

受受けけ⽫⽫ととななるる経経営営体体等等((担担いい⼿⼿))のの育育成成・・確確保保
・農農業業法法⼈⼈等等のの経経営営基基盤盤のの強強化化
・地域の話合いを基に、担い⼿に加え、多多様様なな農農業業⼈⼈材材もも

参参加加ししてて地地域域のの農農地地をを保保全全・・管管理理し、持持続続的的なな⽣⽣産産につ
なげる。

〇〇 ススママーートト農農業業等等にによよるる⽣⽣産産性性のの向向上上
・ススママーートト技技術術のの活活⽤⽤にによよりり⽣⽣産産性性を向上し、⾷料供給を

確保
・農業経営体を経経営営・・技技術術等等ででササポポーートトすするるササーービビスス事事業業

体体のの育育成成・・確確保保
〇〇 家家畜畜伝伝染染病病・・病病害害⾍⾍、、防防災災・・減減災災等等へへのの対対応応強強化化、、知知的的財財産産

のの保保護護 等等

〇〇 農農村村ココミミュュニニテティィのの維維持持
・イノベーションによるビジネス創出や情情報報基基盤盤整整備備等に

より都市から農農村村へへのの移移住住、、関関係係⼈⼈⼝⼝のの増増加加等を図る。
〇〇 農農村村イインンフフララのの機機能能確確保保
・集落機能の低下が懸念される地域においても、農農業業⽣⽣

産産にに不不可可⽋⽋なな農農業業⽔⽔利利施施設設等等のの維維持持管管理理を図る。

⼈⼈⼝⼝減減少少下下ででもも持持続続可可能能でで強強固固なな⾷⾷料料供供給給基基盤盤のの確確⽴⽴
〜〜急急激激なな農農業業者者のの減減少少下下でで⾷⾷料料供供給給をを⾏⾏ええるる農農業業のの確確⽴⽴〜〜

〜〜農農村村⼈⼈⼝⼝減減少少のの中中ででのの農農村村集集落落機機能能のの維維持持〜〜

〇〇 ⾷⾷料料安安全全保保障障のの定定義義
⾷料安全保障を国⺠⼀⼈⼀⼈がいつでも⾷料を容易に⼊⼿可能な

状態にすることと定義し、平平時時かかららのの⾷⾷料料安安全全保保障障を確保
〇〇 輸輸⼊⼊リリススククのの軽軽減減にに向向けけたた⾷⾷料料のの安安定定供供給給のの強強化化

⼩⻨・⼤⾖、加⼯・業務⽤野菜、⽶粉⽤⽶等の国国内内農農業業⽣⽣産産のの増増⼤⼤
や飼飼料料、、肥肥料料等等のの⽣⽣産産資資材材のの確確保保を図るとともに、輸輸⼊⼊のの安安定定確確保保やや
備備蓄蓄のの有有効効活活⽤⽤等等もも重重視視

〇〇 海海外外市市場場もも視視野野にに⼊⼊れれたた産産業業にに転転換換
輸輸出出拡拡⼤⼤により農業・⾷品産業の⽣産基盤を確保

〇〇 適適正正なな価価格格形形成成にに向向けけたた⾷⾷料料シシスステテムムのの構構築築
持続可能な⾷料システムの構築に向けて、できる品⽬から、⽣産

から加⼯・流通・販売までの各各段段階階でで適適正正なな価価格格形形成成のの実実現現
〇〇 全全ててのの国国⺠⺠がが健健康康的的なな⾷⾷⽣⽣活活をを送送るるたためめのの⾷⾷品品アアククセセススのの改改善善

買買いい物物困困難難者者等等や、経済的理由により⼗分な⾷料を⼊⼿できない者
も健康な⾷⽣活が送れるよう地地域域のの⾷⾷品品事事業業者者にによよるる供供給給体体制制をを整整備備

平平時時かかららのの国国⺠⺠⼀⼀⼈⼈⼀⼀⼈⼈のの⾷⾷料料安安全全保保障障のの確確⽴⽴

 

の是正により、農村からの⼈⼝流出を押しとどめる対策が有効と考えられてきました。し
かしながら、過疎地域では、特に中⼭間地域1での⾼齢化が顕著であること等を背景として、
平成21(2009)年度以降、社会減より⾃然減が⼤きくなっています(図図表表  特特22--1166)。このた
め、今後、農村への移住等により社会減が⼀定程度緩和されたとしても、それを上回る規
模で⾃然減が進⾏することが予想されています。農村でも⼈⼝減少が特に著しい地域では、5 
集落の存続が危惧されており、これまで集落の共同活動により⽀えられてきた農業⽣産活
動の継続が懸念される状況となっています。 

このため、農業以外の産業との連携の強化、農村における⽣活利便性の向上等により、
都市から農村への移住、都市と農村の⼆地
域居住の増加促進のほか、都市農業や農泊10 
等を通じ、都市住⺠等と農業・農村との関
わりを創出し、農村地域の関係⼈⼝である
「農村関係⼈⼝」の拡⼤・深化により、農
村コミュニティの集約的な維持を図ってい
くことが重要となっています。 15 

⼀⽅、都市からの移住等は、農村の⼈⼝
減少を完全に充⾜できるわけではなく、農
村の⼈⼝減少は避けられない状況にありま
す。各地域では、それぞれが置かれている
状況等を踏まえ、地域農業を維持する⽅策20 
を考える必要があります。その際、特に農
村に⼀定の住⺠がいることを前提にこれま
で地域で⽀えてきた⽤排⽔路や農道といっ
た末端の農業インフラの保全管理等への対
応を考える必要があります(図図表表  特特22--1177)。 25 

 

 
 

1 第4章第6節を参照 

図表 特2-17 農業⽤⽤排⽔施設の維持管理に係る役割分担のイメージ 

資料：農林⽔産省作成 

図表 特2-16 過疎地域における要因別の⼈⼝
増減 

資料：総務省「令和3年度版 過疎対策の現況」(令和5(2023)年3⽉公表)
を基に農林⽔産省作成 
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第第33節節  ⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村基基本本法法のの⾒⾒直直ししにに向向けけてて  

 
 

((11))  ⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村政政策策のの新新たたなな展展開開⽅⽅向向  5 
((「「⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村政政策策のの新新たたなな展展開開⽅⽅向向」」をを決決定定))  

⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部では、令和5(2023)年6⽉に、現⾏基本法の⾒直
しに当たり、特に基本的施策の追加⼜は⾒直しが必要となっている事項について、政策の
⽅向性を整理した「⾷料・農業・農村政策の新たな展開⽅向」を決定し、(1)平時からの国
⺠⼀⼈⼀⼈の⾷料安全保障の確⽴、(2)環境等に配慮した持続可能な農業・⾷品産業への転10 
換、(3)⼈⼝減少下でも持続可能で強固な⾷料供給基盤の確⽴という新たな三つの柱に基づ
く政策の⽅向性を明らかにしました(図図表表  特特33--11)。 

 

 
 15 

((⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村基基本本法法のの改改正正のの⽅⽅向向性性をを取取りりままととめめ))  
⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部は、令和5(2023)年12⽉に「⾷料・農業・農村

基本法の改正の⽅向性について」を策定するとともに、「⾷料・農業・農村政策の新たな展
開⽅向」に基づく施策の⼯程表を策定し、⾷料・農業・農村基本法の改正内容を実現する
ために必要な関連法案やその他の具体的な施策について取りまとめました。今後、令和20 
7(2025)年には次期⾷料・農業・農村基本計画を策定し、⼯程表に基づいて施策の進捗管
理を⾏うこととしています。 

 
①①  ⾷⾷料料安安全全保保障障のの在在りり⽅⽅  
((国国⺠⺠⼀⼀⼈⼈⼀⼀⼈⼈のの⾷⾷料料安安全全保保障障をを確確⽴⽴))  25 

⾷料安全保障について、基本理念において柱として位置付け、全体としての⾷料の確保

図表 特3-1「⾷料・農業・農村政策の新たな展開⽅向」の概要 

資料：⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部資料を基に農林⽔産省作成 

環環境境等等にに配配慮慮ししたた持持続続可可能能なな農農業業・・⾷⾷品品産産業業へへのの転転換換

〇〇 環環境境とと調調和和ののととれれたた⾷⾷料料シシスステテムムのの確確⽴⽴
・環境負荷低減等を⾏う持持続続的的なな農農業業をを主主流流化化
・・農業⽣産、加⼯、流通、⼩売を含む⾷⾷料料シシスステテムム全全体体ででググリリーーンン化化

〇〇 ⼈⼈⼝⼝減減少少下下ででもも⽣⽣産産をを維維持持すするる供供給給基基盤盤のの確確⽴⽴
・農村の⼈⼝が急減する中で、離農する経営体の農地の

受受けけ⽫⽫ととななるる経経営営体体等等((担担いい⼿⼿))のの育育成成・・確確保保
・農農業業法法⼈⼈等等のの経経営営基基盤盤のの強強化化
・地域の話合いを基に、担い⼿に加え、多多様様なな農農業業⼈⼈材材もも

参参加加ししてて地地域域のの農農地地をを保保全全・・管管理理し、持持続続的的なな⽣⽣産産につ
なげる。

〇〇 ススママーートト農農業業等等にによよるる⽣⽣産産性性のの向向上上
・ススママーートト技技術術のの活活⽤⽤にによよりり⽣⽣産産性性を向上し、⾷料供給を

確保
・農業経営体を経経営営・・技技術術等等ででササポポーートトすするるササーービビスス事事業業

体体のの育育成成・・確確保保
〇〇 家家畜畜伝伝染染病病・・病病害害⾍⾍、、防防災災・・減減災災等等へへのの対対応応強強化化、、知知的的財財産産

のの保保護護 等等

〇〇 農農村村ココミミュュニニテティィのの維維持持
・イノベーションによるビジネス創出や情情報報基基盤盤整整備備等に

より都市から農農村村へへのの移移住住、、関関係係⼈⼈⼝⼝のの増増加加等を図る。
〇〇 農農村村イインンフフララのの機機能能確確保保
・集落機能の低下が懸念される地域においても、農農業業⽣⽣

産産にに不不可可⽋⽋なな農農業業⽔⽔利利施施設設等等のの維維持持管管理理を図る。

⼈⼈⼝⼝減減少少下下ででもも持持続続可可能能でで強強固固なな⾷⾷料料供供給給基基盤盤のの確確⽴⽴
〜〜急急激激なな農農業業者者のの減減少少下下でで⾷⾷料料供供給給をを⾏⾏ええるる農農業業のの確確⽴⽴〜〜

〜〜農農村村⼈⼈⼝⼝減減少少のの中中ででのの農農村村集集落落機機能能のの維維持持〜〜

〇〇 ⾷⾷料料安安全全保保障障のの定定義義
⾷料安全保障を国⺠⼀⼈⼀⼈がいつでも⾷料を容易に⼊⼿可能な

状態にすることと定義し、平平時時かかららのの⾷⾷料料安安全全保保障障を確保
〇〇 輸輸⼊⼊リリススククのの軽軽減減にに向向けけたた⾷⾷料料のの安安定定供供給給のの強強化化

⼩⻨・⼤⾖、加⼯・業務⽤野菜、⽶粉⽤⽶等の国国内内農農業業⽣⽣産産のの増増⼤⼤
や飼飼料料、、肥肥料料等等のの⽣⽣産産資資材材のの確確保保を図るとともに、輸輸⼊⼊のの安安定定確確保保やや
備備蓄蓄のの有有効効活活⽤⽤等等もも重重視視

〇〇 海海外外市市場場もも視視野野にに⼊⼊れれたた産産業業にに転転換換
輸輸出出拡拡⼤⼤により農業・⾷品産業の⽣産基盤を確保

〇〇 適適正正なな価価格格形形成成にに向向けけたた⾷⾷料料シシスステテムムのの構構築築
持続可能な⾷料システムの構築に向けて、できる品⽬から、⽣産

から加⼯・流通・販売までの各各段段階階でで適適正正なな価価格格形形成成のの実実現現
〇〇 全全ててのの国国⺠⺠がが健健康康的的なな⾷⾷⽣⽣活活をを送送るるたためめのの⾷⾷品品アアククセセススのの改改善善

買買いい物物困困難難者者等等や、経済的理由により⼗分な⾷料を⼊⼿できない者
も健康な⾷⽣活が送れるよう地地域域のの⾷⾷品品事事業業者者にによよるる供供給給体体制制をを整整備備

平平時時かかららのの国国⺠⺠⼀⼀⼈⼈⼀⼀⼈⼈のの⾷⾷料料安安全全保保障障のの確確⽴⽴

 

の是正により、農村からの⼈⼝流出を押しとどめる対策が有効と考えられてきました。し
かしながら、過疎地域では、特に中⼭間地域1での⾼齢化が顕著であること等を背景として、
平成21(2009)年度以降、社会減より⾃然減が⼤きくなっています(図図表表  特特22--1166)。このた
め、今後、農村への移住等により社会減が⼀定程度緩和されたとしても、それを上回る規
模で⾃然減が進⾏することが予想されています。農村でも⼈⼝減少が特に著しい地域では、5 
集落の存続が危惧されており、これまで集落の共同活動により⽀えられてきた農業⽣産活
動の継続が懸念される状況となっています。 

このため、農業以外の産業との連携の強化、農村における⽣活利便性の向上等により、
都市から農村への移住、都市と農村の⼆地
域居住の増加促進のほか、都市農業や農泊10 
等を通じ、都市住⺠等と農業・農村との関
わりを創出し、農村地域の関係⼈⼝である
「農村関係⼈⼝」の拡⼤・深化により、農
村コミュニティの集約的な維持を図ってい
くことが重要となっています。 15 

⼀⽅、都市からの移住等は、農村の⼈⼝
減少を完全に充⾜できるわけではなく、農
村の⼈⼝減少は避けられない状況にありま
す。各地域では、それぞれが置かれている
状況等を踏まえ、地域農業を維持する⽅策20 
を考える必要があります。その際、特に農
村に⼀定の住⺠がいることを前提にこれま
で地域で⽀えてきた⽤排⽔路や農道といっ
た末端の農業インフラの保全管理等への対
応を考える必要があります(図図表表  特特22--1177)。 25 

 

 
 

1 第4章第6節を参照 

図表 特2-17 農業⽤⽤排⽔施設の維持管理に係る役割分担のイメージ 

資料：農林⽔産省作成 

図表 特2-16 過疎地域における要因別の⼈⼝
増減 

資料：総務省「令和3年度版 過疎対策の現況」(令和5(2023)年3⽉公表)
を基に農林⽔産省作成 
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農林⽔産省では、英国等の先進的な事例も参考とし、様々な指標を活⽤・分析すること

により、我が国の⾷料安全保障の状況を定期的に評価する仕組みを検討することとしてい
ます。 

また、⾷料⾃給率やその他の⾷料安全保障の確保に関する事項の⽬標を定め、⽬標の達5 
成状況を少なくとも毎年⼀回調査し、その結果を公表するなど、⽬標の達成状況を踏まえ
てPDCAを回す新たな仕組みの導⼊を検討することとしています。 

 
((不不測測時時ににおおけけるる⾷⾷料料安安全全保保障障のの対対応応をを強強化化))  

世界的な⾷料需給の変化や⽣産の不安定化等により、我が国の⾷料安全保障上のリスク10 
が⾼まっている中、⾷料供給が⼤幅に減少する不測の事態への対応が必要となっています。
このため、政府は、令和5(2023)年8⽉に、⽣産・流通・消費や法律・リスク管理等の幅広
い分野の有識者や関係省庁から成る「不測時における⾷料安全保障に関する検討会」を⽴
ち上げ、不測の事態への対応について法的な根拠の整理や必要な対策の検討等を⾏いまし
た。 15 

同検討会では、その基本的な考え⽅として、(1)農業者を始めとする事業者の⾃主的な取
組を基本とすること、(2)⾷料の供給不⾜が予想される段階から対策を講じ、⾷料供給不⾜
が国⺠⽣活や国⺠経済に与える影響を早期に防⽌すること、(3)⾷料の供給確保対策は、事
態の進⾏に合わせて段階的に追加していくこと等を整理し、同年12⽉に取りまとめました。 

これを受け、政府は、⽶穀、⼩⻨、⼤⾖その他の国⺠の⾷⽣活上⼜は国⺠経済上重要な20 
⾷料の供給が⼤幅に不⾜し、⼜は不⾜するおそれが⾼い事態に対応するため、⾷料供給困
難事態対策本部の設置、当該⾷料等の安定供給の確保のための出荷若しくは販売の調整⼜
は輸⼊若しくは⽣産の促進の要請等の措置を定める「⾷料供給困難事態対策法案」を第213
回通常国会に提出したところです(図図表表  特特33--22)。 
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図表 特3-2 不測時の⾷料安全保障の強化のための新たな法的枠組み 

資料：⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部資料を基に農林⽔産省作成 

〔基準〕・ 平時と⽐べた供給量が２割以上減少する(おそれ)。
・ 国⺠⽣活・国⺠経済への⽀障の発⽣

(買占め、価格⾼騰等)

【【政政府府対対策策本本部部】】

＜＜熱熱量量をを重重視視ししたた⾷⾷料料のの⽣⽣産産・・配配分分＞＞
○ ⽣⽣産産転転換換のの要要請請・・指指⽰⽰
※ 熱量重視の⽣産を要請。要請での対応が困難な場合には、

計画作成指⽰、計画変更指⽰を実施
○ 割当て・配給の実施(国⺠⽣活安定緊急措置法)

平時・不測時に実施する取組の⽅針を整理
農林⽔産⼤⾂による情報収集

事事態態のの段段階階 政政府府のの体体制制 主主なな措措置置

【【平平時時】】 ＜＜国国内内外外のの情情報報収収集集＞＞
○ 国内外の⾷料需給の調査
○ ⺠間(製造・流通)在庫の把握(報報告告徴徴収収・・調調査査等等)

〇 ⾷料の供給減少につながる事象が発⽣し、
⾷料供給困難事態が発発⽣⽣すするるおおそそれれ

〇 重重要要なな⾷⾷料料品品⽬⽬((⽶⽶、、⻨⻨、、⼤⼤⾖⾖等等をを想想定定))
の供給が⼤⼤幅幅にに不不⾜⾜し、⼜は不不⾜⾜すするるおおそそ
れれが⾼いため、国⺠⽣活の安定⼜は国⺠経
済の円滑な運営に実実体体上上のの⽀⽀障障がが⽣⽣じじてていい
るる事事態態

【【最最低低限限度度必必要要ととすするる⾷⾷料料がが不不⾜⾜すするるおおそそれれ】】

＜＜政政府府対対策策本本部部にによよるる宣宣⾔⾔＞＞
〇 事態の進⾏に応じ実施⽅針を⾒直し

＜＜政政府府対対策策本本部部にによよるる宣宣⾔⾔＞＞
〇 事態の進⾏に応じ実施⽅針を⾒直し

＜＜⺠⺠間間のの⾃⾃主主的的なな取取組組のの要要請請＞＞
○ 消費者に対する働き掛け

(買い急ぎの抑制・フードロスの削減等)
○ 出出荷荷・・販販売売のの調調整整

(売惜しみ防⽌・仕向け先調整等の計画的出荷)
○ 輸輸⼊⼊のの拡拡⼤⼤
○ ⽣⽣産産のの拡拡⼤⼤ (出荷や輸⼊によっても

必要量を確保できない場合)

＜＜国国にによよるる⾷⾷料料供供給給確確保保のの指指⽰⽰＞＞
○ 出出荷荷・・販販売売のの調調整整(計画的な出荷等)
○ 輸輸⼊⼊のの拡拡⼤⼤
○ ⽣⽣産産のの拡拡⼤⼤

⇒ 事業者は計画を作成・届出

○ 計計画画変変更更のの指指⽰⽰
⇒ 事業者は計画を変更し、計画に沿った事業を実施

計計画画作作成成
指指⽰⽰

のの要要請請

(これらの措置でも確保できない場合)

内閣総理⼤⾂と全閣僚により構成さ
れる政府対策本部の下で、事事態態のの深深刻刻
度度にに応応じじ、関係省庁が⾏う必要な対策
の実施⽅針を決定

〔基準〕・１⼈１⽇当たりの供給熱量が今⽇の摂取
カロリーである1,900kcalを下回る(おそれ)。

〇 内内閣閣総総理理⼤⼤⾂⾂がが設設置置
(農林⽔産⼤⾂の報告を基に決定)

〇

〇 特に国⺠⽣活⾯での重⼤な⽀障のおそれ

※ 他の品⽬の⽣産を減らさない
よう実施

【【⾷⾷料料供供給給困困難難のの兆兆候候発発⽣⽣】】

【【⾷⾷料料供供給給困困難難にによよるる影影響響発発⽣⽣】】

 

 

に加えて、国⺠⼀⼈⼀⼈が⾷料にアクセスでき、健康な⾷⽣活を享受できるようにするこ
とを含むものへと再整理することとしています。 

その際、農地・⽔等の農業資源、担い⼿、技術等の⽣産基盤が強固なものであることは
⾷料安全保障の前提である旨を位置付けるとともに、⾷料システムを持続可能なものとす
るため、国・地⽅公共団体・農業者・事業者・消費者が⼀体となって取組の強化を進める5 
こととしています。 
 
((⾷⾷料料安安全全保保障障のの状状況況をを平平時時かからら評評価価すするる仕仕組組みみをを検検討討))  

⾷料安全保障の確⽴の観点から、現状の把握、分析を⾏うには、英国の⾷料安全保障報
告書が参考になります。同報告書はテーマとして、(1)世界の⾷料供給能⼒、(2)英国の⾷10 
料供給源、(3)フードサプライチェーンの強 靱

きょうじん
性
せい

、(4)家庭レベルの⾷料安全保障、(5)⾷
品の安全性と消費者の信頼の五つが設定され、テーマごとの指標、ケーススタディで構成
されています。また、指標ごとに現状を分析するレポートの作成が義務付けられています。 

 

 15 
資料：農林⽔産政策研究所「プロジェクト研究 [主要国農業政策・貿易政策] 研究資料 第9号」を基に農林⽔産省作成 

((フフォォーーカカスス))  英英国国でではは、、⾷⾷料料安安全全保保障障にに係係るる報報告告書書をを作作成成しし、、議議会会にに報報告告  
 
英国では、EU離脱後の同国の農業政策の法的な基礎を規定するものとして、令和2(2020)年11⽉

に「農業法2020」が法制化されており、同法に基づき、⾷料安全保障の報告書の作成や、農産物の
購⼊者への公正取引義務等が位置付けられています。 

同法第19条では、国務⼤⾂は、少なくとも3年に1度、英国の⾷料安全保障に係る統計データの分
析を含む報告書を作成し、議会に提出しなければならない旨が規定されています。また、同条に基
づき報告書で分析されるデータは、(1)世界の⾷料供給能⼒、(2)英国の⾷料供給源、(3)フードサプ
ライチェーンの強靱性、(4)家庭レベルの⾷料安全保障、(5)⾷品の安全性と消費者の信頼に関する
ものを含むことができるとされています。 

Defra＊(環境・⾷料・農村地域省)の責任の下、令和3(2021)年に公表された「英国⾷料安全保障報
告書2021」においては、⼈⼝増加と対⽐させた世界の農業・⾷料⽣産に関するトレンド、気候変動
やその他の要因による⾷料⽣産への影響、労働・⽔・肥料等の農業⽣産上の鍵となる投⼊要素の状
態についての検証、英国が世界の⾷料市場にアクセスする上で重要となる世界の⾷料貿易のトレン
ド等について分析しています。その上で、国内⽣産だけでなく世界市場から⾷料を調達することは、
英国の⾷料の強靱性に貢献していると評価する⼀⽅、世界貿易への過度な依存は、⾷料供給を世界
的なリスクにさらす可能性があるとも指摘しています。 
＊ Department for Environment, Food and Rural Affairs の略 

英英国国⾷⾷料料安安全全保保障障報報告告書書22002211のの重重要要構構成成要要素素  

内容重要構成要素

世界的規模での⾷料需給、リスク、トレンド、これらの英国の
⾷料供給に対する影響等

世界の⾷料供給能⼒

英国における⾷料消費に対する供給源となっている主な国内⽣
産や輸⼊元等

英国の⾷料供給源

フードサプライチェーンを下⽀えする物的、経済的、⼈的イン
フラやこれらの脆弱性等

フードサプライチェーンの強靱性

⾷料の⼊⼿のしやすさ、⾷品アクセス等家庭レベルの⾷料安全保障

⾷料に係る安全性、⾷料に関連する犯罪等⾷品の安全性と消費者の信頼
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農林⽔産省では、英国等の先進的な事例も参考とし、様々な指標を活⽤・分析すること

により、我が国の⾷料安全保障の状況を定期的に評価する仕組みを検討することとしてい
ます。 

また、⾷料⾃給率やその他の⾷料安全保障の確保に関する事項の⽬標を定め、⽬標の達5 
成状況を少なくとも毎年⼀回調査し、その結果を公表するなど、⽬標の達成状況を踏まえ
てPDCAを回す新たな仕組みの導⼊を検討することとしています。 

 
((不不測測時時ににおおけけるる⾷⾷料料安安全全保保障障のの対対応応をを強強化化))  

世界的な⾷料需給の変化や⽣産の不安定化等により、我が国の⾷料安全保障上のリスク10 
が⾼まっている中、⾷料供給が⼤幅に減少する不測の事態への対応が必要となっています。
このため、政府は、令和5(2023)年8⽉に、⽣産・流通・消費や法律・リスク管理等の幅広
い分野の有識者や関係省庁から成る「不測時における⾷料安全保障に関する検討会」を⽴
ち上げ、不測の事態への対応について法的な根拠の整理や必要な対策の検討等を⾏いまし
た。 15 

同検討会では、その基本的な考え⽅として、(1)農業者を始めとする事業者の⾃主的な取
組を基本とすること、(2)⾷料の供給不⾜が予想される段階から対策を講じ、⾷料供給不⾜
が国⺠⽣活や国⺠経済に与える影響を早期に防⽌すること、(3)⾷料の供給確保対策は、事
態の進⾏に合わせて段階的に追加していくこと等を整理し、同年12⽉に取りまとめました。 

これを受け、政府は、⽶穀、⼩⻨、⼤⾖その他の国⺠の⾷⽣活上⼜は国⺠経済上重要な20 
⾷料の供給が⼤幅に不⾜し、⼜は不⾜するおそれが⾼い事態に対応するため、⾷料供給困
難事態対策本部の設置、当該⾷料等の安定供給の確保のための出荷若しくは販売の調整⼜
は輸⼊若しくは⽣産の促進の要請等の措置を定める「⾷料供給困難事態対策法案」を第213
回通常国会に提出したところです(図図表表  特特33--22)。 
 25 

 
 

図表 特3-2 不測時の⾷料安全保障の強化のための新たな法的枠組み 

資料：⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部資料を基に農林⽔産省作成 

〔基準〕・ 平時と⽐べた供給量が２割以上減少する(おそれ)。
・ 国⺠⽣活・国⺠経済への⽀障の発⽣

(買占め、価格⾼騰等)

【【政政府府対対策策本本部部】】

＜＜熱熱量量をを重重視視ししたた⾷⾷料料のの⽣⽣産産・・配配分分＞＞
○ ⽣⽣産産転転換換のの要要請請・・指指⽰⽰
※ 熱量重視の⽣産を要請。要請での対応が困難な場合には、

計画作成指⽰、計画変更指⽰を実施
○ 割当て・配給の実施(国⺠⽣活安定緊急措置法)

平時・不測時に実施する取組の⽅針を整理
農林⽔産⼤⾂による情報収集

事事態態のの段段階階 政政府府のの体体制制 主主なな措措置置

【【平平時時】】 ＜＜国国内内外外のの情情報報収収集集＞＞
○ 国内外の⾷料需給の調査
○ ⺠間(製造・流通)在庫の把握(報報告告徴徴収収・・調調査査等等)

〇 ⾷料の供給減少につながる事象が発⽣し、
⾷料供給困難事態が発発⽣⽣すするるおおそそれれ

〇 重重要要なな⾷⾷料料品品⽬⽬((⽶⽶、、⻨⻨、、⼤⼤⾖⾖等等をを想想定定))
の供給が⼤⼤幅幅にに不不⾜⾜し、⼜は不不⾜⾜すするるおおそそ
れれが⾼いため、国⺠⽣活の安定⼜は国⺠経
済の円滑な運営に実実体体上上のの⽀⽀障障がが⽣⽣じじてていい
るる事事態態

【【最最低低限限度度必必要要ととすするる⾷⾷料料がが不不⾜⾜すするるおおそそれれ】】

＜＜政政府府対対策策本本部部にによよるる宣宣⾔⾔＞＞
〇 事態の進⾏に応じ実施⽅針を⾒直し

＜＜政政府府対対策策本本部部にによよるる宣宣⾔⾔＞＞
〇 事態の進⾏に応じ実施⽅針を⾒直し

＜＜⺠⺠間間のの⾃⾃主主的的なな取取組組のの要要請請＞＞
○ 消費者に対する働き掛け

(買い急ぎの抑制・フードロスの削減等)
○ 出出荷荷・・販販売売のの調調整整

(売惜しみ防⽌・仕向け先調整等の計画的出荷)
○ 輸輸⼊⼊のの拡拡⼤⼤
○ ⽣⽣産産のの拡拡⼤⼤ (出荷や輸⼊によっても

必要量を確保できない場合)

＜＜国国にによよるる⾷⾷料料供供給給確確保保のの指指⽰⽰＞＞
○ 出出荷荷・・販販売売のの調調整整(計画的な出荷等)
○ 輸輸⼊⼊のの拡拡⼤⼤
○ ⽣⽣産産のの拡拡⼤⼤

⇒ 事業者は計画を作成・届出

○ 計計画画変変更更のの指指⽰⽰
⇒ 事業者は計画を変更し、計画に沿った事業を実施

計計画画作作成成
指指⽰⽰

のの要要請請

(これらの措置でも確保できない場合)

内閣総理⼤⾂と全閣僚により構成さ
れる政府対策本部の下で、事事態態のの深深刻刻
度度にに応応じじ、関係省庁が⾏う必要な対策
の実施⽅針を決定

〔基準〕・１⼈１⽇当たりの供給熱量が今⽇の摂取
カロリーである1,900kcalを下回る(おそれ)。

〇 内内閣閣総総理理⼤⼤⾂⾂がが設設置置
(農林⽔産⼤⾂の報告を基に決定)

〇

〇 特に国⺠⽣活⾯での重⼤な⽀障のおそれ

※ 他の品⽬の⽣産を減らさない
よう実施

【【⾷⾷料料供供給給困困難難のの兆兆候候発発⽣⽣】】

【【⾷⾷料料供供給給困困難難にによよるる影影響響発発⽣⽣】】

 

 

に加えて、国⺠⼀⼈⼀⼈が⾷料にアクセスでき、健康な⾷⽣活を享受できるようにするこ
とを含むものへと再整理することとしています。 

その際、農地・⽔等の農業資源、担い⼿、技術等の⽣産基盤が強固なものであることは
⾷料安全保障の前提である旨を位置付けるとともに、⾷料システムを持続可能なものとす
るため、国・地⽅公共団体・農業者・事業者・消費者が⼀体となって取組の強化を進める5 
こととしています。 
 
((⾷⾷料料安安全全保保障障のの状状況況をを平平時時かからら評評価価すするる仕仕組組みみをを検検討討))  

⾷料安全保障の確⽴の観点から、現状の把握、分析を⾏うには、英国の⾷料安全保障報
告書が参考になります。同報告書はテーマとして、(1)世界の⾷料供給能⼒、(2)英国の⾷10 
料供給源、(3)フードサプライチェーンの強 靱

きょうじん
性
せい

、(4)家庭レベルの⾷料安全保障、(5)⾷
品の安全性と消費者の信頼の五つが設定され、テーマごとの指標、ケーススタディで構成
されています。また、指標ごとに現状を分析するレポートの作成が義務付けられています。 

 

 15 
資料：農林⽔産政策研究所「プロジェクト研究 [主要国農業政策・貿易政策] 研究資料 第9号」を基に農林⽔産省作成 

((フフォォーーカカスス))  英英国国でではは、、⾷⾷料料安安全全保保障障にに係係るる報報告告書書をを作作成成しし、、議議会会にに報報告告  
 
英国では、EU離脱後の同国の農業政策の法的な基礎を規定するものとして、令和2(2020)年11⽉

に「農業法2020」が法制化されており、同法に基づき、⾷料安全保障の報告書の作成や、農産物の
購⼊者への公正取引義務等が位置付けられています。 

同法第19条では、国務⼤⾂は、少なくとも3年に1度、英国の⾷料安全保障に係る統計データの分
析を含む報告書を作成し、議会に提出しなければならない旨が規定されています。また、同条に基
づき報告書で分析されるデータは、(1)世界の⾷料供給能⼒、(2)英国の⾷料供給源、(3)フードサプ
ライチェーンの強靱性、(4)家庭レベルの⾷料安全保障、(5)⾷品の安全性と消費者の信頼に関する
ものを含むことができるとされています。 

Defra＊(環境・⾷料・農村地域省)の責任の下、令和3(2021)年に公表された「英国⾷料安全保障報
告書2021」においては、⼈⼝増加と対⽐させた世界の農業・⾷料⽣産に関するトレンド、気候変動
やその他の要因による⾷料⽣産への影響、労働・⽔・肥料等の農業⽣産上の鍵となる投⼊要素の状
態についての検証、英国が世界の⾷料市場にアクセスする上で重要となる世界の⾷料貿易のトレン
ド等について分析しています。その上で、国内⽣産だけでなく世界市場から⾷料を調達することは、
英国の⾷料の強靱性に貢献していると評価する⼀⽅、世界貿易への過度な依存は、⾷料供給を世界
的なリスクにさらす可能性があるとも指摘しています。 
＊ Department for Environment, Food and Rural Affairs の略 

英英国国⾷⾷料料安安全全保保障障報報告告書書22002211のの重重要要構構成成要要素素  

内容重要構成要素

世界的規模での⾷料需給、リスク、トレンド、これらの英国の
⾷料供給に対する影響等

世界の⾷料供給能⼒

英国における⾷料消費に対する供給源となっている主な国内⽣
産や輸⼊元等

英国の⾷料供給源

フードサプライチェーンを下⽀えする物的、経済的、⼈的イン
フラやこれらの脆弱性等

フードサプライチェーンの強靱性

⾷料の⼊⼿のしやすさ、⾷品アクセス等家庭レベルの⾷料安全保障

⾷料に係る安全性、⾷料に関連する犯罪等⾷品の安全性と消費者の信頼
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⽣産から消費までの関係者の理解醸成を図ることとしています。 
 
((全全ててのの国国⺠⺠がが健健康康的的なな⾷⾷⽣⽣活活をを送送るるたためめ、、円円滑滑なな⾷⾷品品アアククセセススのの確確保保をを推推進進))  

全ての国⺠が健康的な⾷⽣活を送ることができるよう、円滑な⾷品アクセスの確保を図
るため、産地から消費地までの幹線物流について、関係省庁と連携し、パレット化や検品5 
作業の省⼒化、トラック予約システムの導⼊、鉄道や船舶へのモーダルシフト、中継共同
物流拠点の整備等を促進することとしています。さらに、関係省庁と連携し、物流の⽣産
性向上に向けた商慣⾏の⾒直しや物流標準化・効率化の推進、荷主企業等の⾏動変容を促
す仕組みの導⼊等を進めることとしています。 

また、消費地内での地域内物流、特に中⼭間地域でのラストワンマイル物流について、10 
関係省庁と連携しながら、地⽅公共団体、スーパーマーケット、宅配事業者等と協⼒し、
⾷品アクセスを確保するための仕組みを検討することとしています。 

くわえて、福祉政策、孤独・孤⽴対策等を所管する関係省庁と連携し、物流体制の構築、
寄附を促進する仕組みといった⽣産者・⾷品事業者からフードバンク、こども⾷堂等への
多様な⾷料の提供を進めやすくするための仕組みを検討することとしています。 15 
 

 

 
島根県奥出雲町

おくいずもちょう
の「NPO法⼈ともに」では、買い物⽀援の取組

として、⾷料品や⽇⽤品を購⼊できるスーパーマーケットを運営
するほか、移動販売事業を実施しています。販売品⽬は、利⽤者
からの要望を基に⽣鮮⾷品を始め⾷料品全般を取り扱っていま
す。 

同町の三沢
み ざ わ

地区では、地域内の商店が閉店したことに伴い、平
成31(2019)年4⽉から地域住⺠が⾷料品や⽇⽤品を販売する「買
い物サロン」を開始しました。その後、利⽤者から多様な品揃え
を求められたことを受けて、令和3(2021)年7⽉に販売品⽬を⾒直
し、｢ともにマーケット｣をオープンしました。 

また、同年10⽉に開始した移動販売事業については、冷蔵・冷
凍庫を完備した移動販売⾞「ともに号」に、ドライバーと⾒守り
活動を⾏うスタッフが同乗し、⾷料品の販売を⾏っています。販
売は地域の約80軒を対象とし、週に1回ずつ5地区を巡回していま
す。移動販売訪問時には、ゴミ捨てや電球の付替え等の⽣活上の
⼩さな困り事の解決も請け負っています。 

同地区では、当該事業の運営に地域住⺠が参画することで雇⽤
の創出につながっているほか、移動販売事業と併せて⾒守り活動
を実施することで、⾼齢者の様⼦や健康⾯等について定期的に確
認することが可能になっています。 

同法⼈では、今後とも買い物困難者が増加することを⾒据え、
⾏政の⽀援も受けながら、事業の継続・強化を図っていくことと
しています。 

移移動動販販売売⾞⾞「「ととももにに号号」」  
資料：NPO法⼈ともに 

((事事例例))  移移動動販販売売にによよるる買買いい物物⽀⽀援援とと併併せせ、、⾼⾼齢齢者者のの⾒⾒守守りり活活動動をを実実施施((島島根根県県))  

ととももににママーーケケッットト  
資料：NPO法⼈ともに 

 

 

②②  ⾷⾷料料のの安安定定供供給給のの確確保保  
((⾷⾷料料のの安安定定供供給給のの確確保保にに向向けけたた構構造造転転換換をを推推進進))  

国内の農業⽣産の増⼤を図ることを基本に、輸⼊・備蓄を⾏うという⾷料安定供給の基
本的考え⽅は堅持することとしています。そのため、⼩⻨や⼤⾖、飼料作物といった海外
依存度の⾼い品⽬の⽣産拡⼤を推進するなどの構造転換を進めていくこととしています。 5 

また、⾷料安定供給を図る上での⽣産基盤等の重要性、国内供給に加えて輸出を通じた
⾷料供給能⼒の維持、安定的な輸⼊・備蓄の確保といった新たな視点も追加し、輸⼊相⼿
国の多⾓化や輸⼊相⼿国への投資の促進等についても位置付けることとしています。 

さらに、農業⽣産に不可⽋な資材である肥料について、主要な原料の⼤部分を海外に依
存する化学肥料の使⽤量の低減に向けて、堆肥・下⽔汚泥資源等の国内資源の利⽤拡⼤や10 
適正施肥等の構造転換を進めていくこととしています。飼料については、飼料作物を含め
た地域計画の策定を促進するとともに、耕畜連携や飼料⽣産組織の強化等の取組を進め、
国産飼料の⽣産・利⽤拡⼤を図っていくこととしています。 

くわえて、農業⽣産資材について、その安定確保の視点を加えるとともに、農業⽣産資
材の価格⾼騰に対する農業経営への影響緩和の対応も明確化することとしています。 15 

 
((輸輸出出促促進進をを国国内内のの農農業業⽣⽣産産基基盤盤のの維維持持にに不不可可⽋⽋ななももののとと位位置置付付けけ))  

⼈⼝減少に伴い国内市場が縮⼩する中で、輸出の促進については、国内の農業⽣産基盤
の維持を図るために不可⽋なものとして政策上位置付けることとしています。 

その際、農業者等へ真に裨
ひ

益
えき

するよう、地域ぐるみで海外の規制・ニーズに対応した⽣20 
産・流通へ転換することにより、⾼い付加価値を創出する輸出産地の形成を進めるととも
に、マーケットインの発想の下、輸出促進法1に基づく認定農林⽔産物・⾷品輸出促進団体
の取組や輸出⽀援プラットフォームによる⽀援の強化等により、⽣産から加⼯、物流、販
売までのサプライチェーン関係者が⼀体となった戦略的な輸出の体制の整備・強化を⾏う
こととしています。あわせて、育成者権管理機関の取組を推進すること等により、海外へ25 
の流出防⽌や競争⼒強化等に資する知的財産等の保護・活⽤の強化等の施策を講じること
としています。 
 
((合合理理的的なな価価格格のの形形成成にに向向けけたた対対応応をを推推進進))  

⾷料の合理的な価格の形成に当たっては、農業者、⾷品事業者、消費者といった関係者30 
の相互理解と連携の下に、農業⽣産等に係る合理的な費⽤や環境負荷低減のコストといっ
た⾷料の持続的な供給に要する合理的な費⽤が考慮されるようにしなければならないこと
を明確化することとしています。 

その上で、⾷料の持続的な供給の必要性に対する国⺠理解の増進や、関係者による⾷料
の持続的な供給に要する合理的な費⽤の明確化の促進、消費者の役割として持続的な⾷料35 
供給に寄与すること等を明確化することとしています。 

また、農林⽔産省では、令和5(2023)年8⽉に、⽣産者、製造事業者、流通事業者、⼩売
事業者、消費者等から成る⾷料システムの各段階の関係者の協議の場として「適正な価格
形成に関する協議会2」を設⽴しました。本協議会では、⽣産から消費に⾄る⾷料システム
全体で適正取引が推進される仕組みの構築を検討しており、合理的な価格の形成について、40 

 
1 正式名称は「農林⽔産物及び⾷品の輸出の促進に関する法律」 
2 第1章第4節を参照 
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⽣産から消費までの関係者の理解醸成を図ることとしています。 
 
((全全ててのの国国⺠⺠がが健健康康的的なな⾷⾷⽣⽣活活をを送送るるたためめ、、円円滑滑なな⾷⾷品品アアククセセススのの確確保保をを推推進進))  

全ての国⺠が健康的な⾷⽣活を送ることができるよう、円滑な⾷品アクセスの確保を図
るため、産地から消費地までの幹線物流について、関係省庁と連携し、パレット化や検品5 
作業の省⼒化、トラック予約システムの導⼊、鉄道や船舶へのモーダルシフト、中継共同
物流拠点の整備等を促進することとしています。さらに、関係省庁と連携し、物流の⽣産
性向上に向けた商慣⾏の⾒直しや物流標準化・効率化の推進、荷主企業等の⾏動変容を促
す仕組みの導⼊等を進めることとしています。 

また、消費地内での地域内物流、特に中⼭間地域でのラストワンマイル物流について、10 
関係省庁と連携しながら、地⽅公共団体、スーパーマーケット、宅配事業者等と協⼒し、
⾷品アクセスを確保するための仕組みを検討することとしています。 

くわえて、福祉政策、孤独・孤⽴対策等を所管する関係省庁と連携し、物流体制の構築、
寄附を促進する仕組みといった⽣産者・⾷品事業者からフードバンク、こども⾷堂等への
多様な⾷料の提供を進めやすくするための仕組みを検討することとしています。 15 
 

 

 
島根県奥出雲町

おくいずもちょう
の「NPO法⼈ともに」では、買い物⽀援の取組

として、⾷料品や⽇⽤品を購⼊できるスーパーマーケットを運営
するほか、移動販売事業を実施しています。販売品⽬は、利⽤者
からの要望を基に⽣鮮⾷品を始め⾷料品全般を取り扱っていま
す。 

同町の三沢
み ざ わ

地区では、地域内の商店が閉店したことに伴い、平
成31(2019)年4⽉から地域住⺠が⾷料品や⽇⽤品を販売する「買
い物サロン」を開始しました。その後、利⽤者から多様な品揃え
を求められたことを受けて、令和3(2021)年7⽉に販売品⽬を⾒直
し、｢ともにマーケット｣をオープンしました。 

また、同年10⽉に開始した移動販売事業については、冷蔵・冷
凍庫を完備した移動販売⾞「ともに号」に、ドライバーと⾒守り
活動を⾏うスタッフが同乗し、⾷料品の販売を⾏っています。販
売は地域の約80軒を対象とし、週に1回ずつ5地区を巡回していま
す。移動販売訪問時には、ゴミ捨てや電球の付替え等の⽣活上の
⼩さな困り事の解決も請け負っています。 

同地区では、当該事業の運営に地域住⺠が参画することで雇⽤
の創出につながっているほか、移動販売事業と併せて⾒守り活動
を実施することで、⾼齢者の様⼦や健康⾯等について定期的に確
認することが可能になっています。 

同法⼈では、今後とも買い物困難者が増加することを⾒据え、
⾏政の⽀援も受けながら、事業の継続・強化を図っていくことと
しています。 

移移動動販販売売⾞⾞「「ととももにに号号」」  
資料：NPO法⼈ともに 

((事事例例))  移移動動販販売売にによよるる買買いい物物⽀⽀援援とと併併せせ、、⾼⾼齢齢者者のの⾒⾒守守りり活活動動をを実実施施((島島根根県県))  

ととももににママーーケケッットト  
資料：NPO法⼈ともに 

 

 

②②  ⾷⾷料料のの安安定定供供給給のの確確保保  
((⾷⾷料料のの安安定定供供給給のの確確保保にに向向けけたた構構造造転転換換をを推推進進))  

国内の農業⽣産の増⼤を図ることを基本に、輸⼊・備蓄を⾏うという⾷料安定供給の基
本的考え⽅は堅持することとしています。そのため、⼩⻨や⼤⾖、飼料作物といった海外
依存度の⾼い品⽬の⽣産拡⼤を推進するなどの構造転換を進めていくこととしています。 5 

また、⾷料安定供給を図る上での⽣産基盤等の重要性、国内供給に加えて輸出を通じた
⾷料供給能⼒の維持、安定的な輸⼊・備蓄の確保といった新たな視点も追加し、輸⼊相⼿
国の多⾓化や輸⼊相⼿国への投資の促進等についても位置付けることとしています。 

さらに、農業⽣産に不可⽋な資材である肥料について、主要な原料の⼤部分を海外に依
存する化学肥料の使⽤量の低減に向けて、堆肥・下⽔汚泥資源等の国内資源の利⽤拡⼤や10 
適正施肥等の構造転換を進めていくこととしています。飼料については、飼料作物を含め
た地域計画の策定を促進するとともに、耕畜連携や飼料⽣産組織の強化等の取組を進め、
国産飼料の⽣産・利⽤拡⼤を図っていくこととしています。 

くわえて、農業⽣産資材について、その安定確保の視点を加えるとともに、農業⽣産資
材の価格⾼騰に対する農業経営への影響緩和の対応も明確化することとしています。 15 

 
((輸輸出出促促進進をを国国内内のの農農業業⽣⽣産産基基盤盤のの維維持持にに不不可可⽋⽋ななももののとと位位置置付付けけ))  

⼈⼝減少に伴い国内市場が縮⼩する中で、輸出の促進については、国内の農業⽣産基盤
の維持を図るために不可⽋なものとして政策上位置付けることとしています。 

その際、農業者等へ真に裨
ひ

益
えき

するよう、地域ぐるみで海外の規制・ニーズに対応した⽣20 
産・流通へ転換することにより、⾼い付加価値を創出する輸出産地の形成を進めるととも
に、マーケットインの発想の下、輸出促進法1に基づく認定農林⽔産物・⾷品輸出促進団体
の取組や輸出⽀援プラットフォームによる⽀援の強化等により、⽣産から加⼯、物流、販
売までのサプライチェーン関係者が⼀体となった戦略的な輸出の体制の整備・強化を⾏う
こととしています。あわせて、育成者権管理機関の取組を推進すること等により、海外へ25 
の流出防⽌や競争⼒強化等に資する知的財産等の保護・活⽤の強化等の施策を講じること
としています。 
 
((合合理理的的なな価価格格のの形形成成にに向向けけたた対対応応をを推推進進))  

⾷料の合理的な価格の形成に当たっては、農業者、⾷品事業者、消費者といった関係者30 
の相互理解と連携の下に、農業⽣産等に係る合理的な費⽤や環境負荷低減のコストといっ
た⾷料の持続的な供給に要する合理的な費⽤が考慮されるようにしなければならないこと
を明確化することとしています。 

その上で、⾷料の持続的な供給の必要性に対する国⺠理解の増進や、関係者による⾷料
の持続的な供給に要する合理的な費⽤の明確化の促進、消費者の役割として持続的な⾷料35 
供給に寄与すること等を明確化することとしています。 

また、農林⽔産省では、令和5(2023)年8⽉に、⽣産者、製造事業者、流通事業者、⼩売
事業者、消費者等から成る⾷料システムの各段階の関係者の協議の場として「適正な価格
形成に関する協議会2」を設⽴しました。本協議会では、⽣産から消費に⾄る⾷料システム
全体で適正取引が推進される仕組みの構築を検討しており、合理的な価格の形成について、40 

 
1 正式名称は「農林⽔産物及び⾷品の輸出の促進に関する法律」 
2 第1章第4節を参照 
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④④  農農業業のの持持続続的的なな発発展展  
((農農業業のの持持続続的的発発展展にに向向けけたた取取組組をを推推進進))  

農業について、⼈⼝減少等の諸情勢が変化する中においても、農産物の供給機能や多⾯5 
的機能が発揮されるよう、効率的かつ安定的な農業経営の育成・確保を引き続き図ること
としています。 

また、スマート農業技術や新品種の開発等を通じた⽣産性向上、知的財産の保護・活⽤
等を通じた付加価値向上といった農業を持続的に発展させるための政策の⽅向性を位置付
けることとしています。 10 

さらに、⼈材の育成・確保に加えて、農業法⼈の経営基盤の強化や農業⽀援サービス事
業体の育成・確保も位置付けることとしています。 

 
 

 
群⾺県⾼崎市

た か さ き し
の農業者グループである「くらぶち草

くさ
の会

かい
」では、

同市倉
くら

渕
ぶち

地区で環境負荷低減に資する取組を推進するとともに、
⼈材の確保・育成等の取組に注⼒し、安定的な有機農業を実現し
ています。 

同グループは、令和5(2023)年9⽉時点で41⼈の会員で構成され、
約71haの農地で、レタス、キャベツ等の50品⽬以上の野菜を、農
薬や化学肥料に頼らずに栽培し、販売事業者との契約に基づく計
画⽣産により、安定した所得を確保しています。 

有機栽培は「⼟づくり」を基礎とし、家畜ふん尿やコーヒーか
す等の地域資源を活⽤した堆肥を利⽤しています。また、研修会
を実施し、地域全体での技術を底上げすることで、ベテランの有
機農業者は慣⾏と同程度の収量を、地域全体でも慣⾏⽐約8割の安
定した⽣産を実現しています。収穫後は、会員の共同出資により
設置した予冷・集出荷施設で、野菜の鮮度維持を図りつつ、ロッ
トの確保による効率的な出荷を実現しています。 

さらに、同市では、同地区に滞在型の研修施設を整備し、安⼼
して⽣産から出荷調整まで学べる環境を整備しているほか、就農
相談会等を開催し、関⼼を⽰した就農希望者に対して農業体験を
実施することにより、⼈材の確保に積極的に取り組んでいます。
研修中は、⽣産から出荷に係る技術に加え、農地や空き家の確保、
地域住⺠との交流等も積極的に⽀援しています。くわえて、研修
後も、新規就農者を頻繁に訪問し、孤⽴させないよう⼿助けする
とともに、販路開拓は同グループが担うことで、新規就農者が⽣
産に集中できる環境を整備しています。 

同グループでは、令和6(2024)年4⽉を⽬途に2⼈の農業者がみど
りの⾷料システム法に基づく計画の認定を受ける予定となってお
り、今後とも技術の向上に努めながら、直販事業者との契約栽培
や新規就農⽀援等の取組を推進していくこととしています。 

地地域域資資源源をを活活⽤⽤ししたた⼟⼟づづくくりり  
資料：くらぶち草の会 

((事事例例))  直直販販事事業業者者ととのの契契約約栽栽培培にによよりり安安定定的的なな有有機機農農業業をを実実現現((群群⾺⾺県県))  

有有機機農農業業のの指指導導をを  
受受けけるる新新規規就就農農者者  

資料：くらぶち草の会 

 

 

③③  環環境境負負荷荷低低減減にに向向けけたた取取組組のの強強化化  
((環環境境とと調調和和ののととれれたた⾷⾷料料シシスステテムムのの確確⽴⽴をを位位置置付付けけ))  

農業者、⾷品事業者、消費者等の関係者の連携の下、⽣産から加⼯、流通・販売まで⾷
料システムの各段階で環境負荷の低減を図ることが重要であることを踏まえ、環境と調和
のとれた⾷料システムの確⽴を図っていく旨を柱として政策上位置付けることとしていま5 
す。 

その際、農業・⾷品産業における環境への負荷の低減に向けて、令和4(2022)年7⽉に施
⾏された「みどりの⾷料システム法1」に基づいた取組の促進を基本としつつ、最低限⾏う
べき環境負荷低減の取組を明らかにし、各種⽀援の実施に当たっても、そのことが環境に
負荷を与えることにならないよう、補助⾦の⽀給要件として最低限⾏うべき環境負荷低減10 
の取組を義務化するクロスコンプライアンスの導⼊とともに、先進的な環境負荷低減の取
組の⽀援について検討することとしています(図図表表  特特33--33)。 

また、⾷料システム全体で環境負荷低減の取組を進めやすくなるよう、環境負荷低減の
取組の「⾒える化」の推進、脱炭素化の促進に向けたＪ−クレジット制度等の活⽤、⾷品
事業者等の実需者との連携や消費者の理解の醸成に係る施策を講ずることとしています。 15 

このほか、⾷品産業についても、⾷料供給等に向けて重要な役割があり、より主体的な
取組が期待される中で、その持続的な発展に向けた施策について明確化することとしてい
ます。 

 

 20 

 
1 特集第2節を参照 

図表 特3-3 クロスコンプライアンスで求める最低限⾏うべき環境負荷低減の取組 

資料：農林⽔産省作成 
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④④  農農業業のの持持続続的的なな発発展展  
((農農業業のの持持続続的的発発展展にに向向けけたた取取組組をを推推進進))  

農業について、⼈⼝減少等の諸情勢が変化する中においても、農産物の供給機能や多⾯5 
的機能が発揮されるよう、効率的かつ安定的な農業経営の育成・確保を引き続き図ること
としています。 

また、スマート農業技術や新品種の開発等を通じた⽣産性向上、知的財産の保護・活⽤
等を通じた付加価値向上といった農業を持続的に発展させるための政策の⽅向性を位置付
けることとしています。 10 

さらに、⼈材の育成・確保に加えて、農業法⼈の経営基盤の強化や農業⽀援サービス事
業体の育成・確保も位置付けることとしています。 

 
 

 
群⾺県⾼崎市

た か さ き し
の農業者グループである「くらぶち草

くさ
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」では、

同市倉
くら

渕
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地区で環境負荷低減に資する取組を推進するとともに、
⼈材の確保・育成等の取組に注⼒し、安定的な有機農業を実現し
ています。 

同グループは、令和5(2023)年9⽉時点で41⼈の会員で構成され、
約71haの農地で、レタス、キャベツ等の50品⽬以上の野菜を、農
薬や化学肥料に頼らずに栽培し、販売事業者との契約に基づく計
画⽣産により、安定した所得を確保しています。 

有機栽培は「⼟づくり」を基礎とし、家畜ふん尿やコーヒーか
す等の地域資源を活⽤した堆肥を利⽤しています。また、研修会
を実施し、地域全体での技術を底上げすることで、ベテランの有
機農業者は慣⾏と同程度の収量を、地域全体でも慣⾏⽐約8割の安
定した⽣産を実現しています。収穫後は、会員の共同出資により
設置した予冷・集出荷施設で、野菜の鮮度維持を図りつつ、ロッ
トの確保による効率的な出荷を実現しています。 

さらに、同市では、同地区に滞在型の研修施設を整備し、安⼼
して⽣産から出荷調整まで学べる環境を整備しているほか、就農
相談会等を開催し、関⼼を⽰した就農希望者に対して農業体験を
実施することにより、⼈材の確保に積極的に取り組んでいます。
研修中は、⽣産から出荷に係る技術に加え、農地や空き家の確保、
地域住⺠との交流等も積極的に⽀援しています。くわえて、研修
後も、新規就農者を頻繁に訪問し、孤⽴させないよう⼿助けする
とともに、販路開拓は同グループが担うことで、新規就農者が⽣
産に集中できる環境を整備しています。 

同グループでは、令和6(2024)年4⽉を⽬途に2⼈の農業者がみど
りの⾷料システム法に基づく計画の認定を受ける予定となってお
り、今後とも技術の向上に努めながら、直販事業者との契約栽培
や新規就農⽀援等の取組を推進していくこととしています。 

地地域域資資源源をを活活⽤⽤ししたた⼟⼟づづくくりり  
資料：くらぶち草の会 

((事事例例))  直直販販事事業業者者ととのの契契約約栽栽培培にによよりり安安定定的的なな有有機機農農業業をを実実現現((群群⾺⾺県県))  

有有機機農農業業のの指指導導をを  
受受けけるる新新規規就就農農者者  

資料：くらぶち草の会 

 

 

③③  環環境境負負荷荷低低減減にに向向けけたた取取組組のの強強化化  
((環環境境とと調調和和ののととれれたた⾷⾷料料シシスステテムムのの確確⽴⽴をを位位置置付付けけ))  

農業者、⾷品事業者、消費者等の関係者の連携の下、⽣産から加⼯、流通・販売まで⾷
料システムの各段階で環境負荷の低減を図ることが重要であることを踏まえ、環境と調和
のとれた⾷料システムの確⽴を図っていく旨を柱として政策上位置付けることとしていま5 
す。 

その際、農業・⾷品産業における環境への負荷の低減に向けて、令和4(2022)年7⽉に施
⾏された「みどりの⾷料システム法1」に基づいた取組の促進を基本としつつ、最低限⾏う
べき環境負荷低減の取組を明らかにし、各種⽀援の実施に当たっても、そのことが環境に
負荷を与えることにならないよう、補助⾦の⽀給要件として最低限⾏うべき環境負荷低減10 
の取組を義務化するクロスコンプライアンスの導⼊とともに、先進的な環境負荷低減の取
組の⽀援について検討することとしています(図図表表  特特33--33)。 

また、⾷料システム全体で環境負荷低減の取組を進めやすくなるよう、環境負荷低減の
取組の「⾒える化」の推進、脱炭素化の促進に向けたＪ−クレジット制度等の活⽤、⾷品
事業者等の実需者との連携や消費者の理解の醸成に係る施策を講ずることとしています。 15 

このほか、⾷品産業についても、⾷料供給等に向けて重要な役割があり、より主体的な
取組が期待される中で、その持続的な発展に向けた施策について明確化することとしてい
ます。 
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1 特集第2節を参照 

図表 特3-3 クロスコンプライアンスで求める最低限⾏うべき環境負荷低減の取組 

資料：農林⽔産省作成 

・営農時に必要な法令の遵守
・農作業安全に配慮した作業

環境の改善等

⽣⽣物物多多様様性性へへのの
悪悪影影響響のの防防⽌⽌

エエネネルルギギーーのの節節減減

G A S

廃廃棄棄物物のの発発⽣⽣抑抑制制・・
循循環環利利⽤⽤・・適適正正処処分分

環環境境関関係係法法令令のの
遵遵守守等等

適適正正なな施施肥肥

N P K

例）・肥料の使⽤状況の記録・保存
・作物の⽣育や⼟壌養分に応じ

た施肥等

・農薬の使⽤状況の記録・保存
・農薬ラベルの確認・遵守、農

薬の⾶散防⽌等

・電気・燃料の使⽤状況
の記録・保存等

・家畜排せつ物の適正な
管理等

・プラスチック製廃棄物
の削減や適正処理等

・病害⾍の発⽣状況に応じた
防除の実施等

悪悪臭臭・・害害⾍⾍のの
発発⽣⽣防防⽌⽌適適正正なな防防除除
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((農農業業⽣⽣産産基基盤盤のの整整備備やや適適切切なな保保全全にに向向けけたた取取組組をを推推進進))  
農業者が減少する中で、スマート農業技術等を活⽤した営農が進めやすくなるよう、

圃場
ほじょう

の⼀層の⼤区画化やデジタル基盤の整備を推進すること等により、農地の受け⽫とな
る者への農地の集積・集約化を促進することとしています。このほか、需要に応じた⽣産
を促進するため、⽔⽥の汎⽤化に加えて、⽔⽥の畑地化を推進することとしています。 5 

また、農業⽣産基盤の整備については、災害の頻発化・激甚化が顕著となる中、災害の
防⽌・軽減を図るためにも⾏う旨や、施設の⽼朽化等が進む中、⼈⼝減少により施設の点
検・操作や集落の共同活動が困難となる地域でも⽣産活動が維持されるよう、農業⽔利施
設等の農業⽣産基盤の保全管理も適切に図っていく必要がある旨を、それぞれ位置付ける
とともに、必要な事業や仕組みの⾒直し等も⾏うこととしています。 10 

さらに、農業⽣産基盤の保全管理に当たって、頭⾸
とうしゅ

⼯
こう

等の基幹施設については省エネル
ギー化や再⽣可能エネルギーの利⽤、集約・再編、ICT1(情報通信技術)等の新技術活⽤等
を、⽤⽔路等の末端施設については開⽔路の管路化、畦

けい
畔
はん

拡幅、法⾯
のりめん

被覆等を、それぞれ
推進することとしています。 
 15 
((ススママーートト農農業業技技術術のの導導⼊⼊にによよるる⽣⽣産産性性のの⾼⾼いい農農業業へへのの転転換換をを推推進進))  

政府は、農業の⽣産性の向上を図るため、スマート農業技術の活⽤及びこれと併せて⾏
う農産物の新たな⽣産の⽅式の導⼊に関する計画並びにスマート農業技術等の開発及びそ
の成果の普及に関する計画の認定制度を設け、これらの認定を受けた者に対する株式会社
⽇本
にっぽん

政策
せいさく

⾦融
きんゆう

公庫
こ う こ

(以下「公庫」という。)による貸付けの特例等の措置を講ずることを内20 
容とする「農業の⽣産性の向上のためのスマート農業技術の活⽤の促進に関する法律案」
を第213回通常国会に提出したところです(図図表表  特特33--55)。 
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1 Information and Communication Technologyの略 

図表 特3-5 スマート農業技術の活⽤促進のための法的枠組み 

資料：農林⽔産省作成 
 

国国((基基本本⽅⽅針針のの策策定定・・公公表表))
スマート農業技術等の研究開発・実⽤化や、

⽣産・流通・販売⽅式の変⾰の促進の意義・⽬標等

申請 認定 認定申請

【取組内容】
・スマート農業技術活⽤

＋⽣産・流通・販売⽅式の⾒直し
【取組主体】

・農業者、⾷品事業者、農業⽀援サービス
事業体(農業者は必須)

【⽀援措置】
・公庫の⻑期低利融資
・投資促進税制(法⼈税・所得税) 等

①①ススママーートト農農業業技技術術のの活活⽤⽤ととここれれにに適適合合すするる
たためめのの⽣⽣産産・・流流通通・・販販売売⽅⽅式式のの⾒⾒直直しし

((⽣⽣産産⽅⽅式式⾰⾰新新実実施施計計画画((仮仮称称))))
【取組内容】

・スマート農業技術等の研究開発・実⽤化
【取組主体】

・研究開発等を⾏おうとする者
【⽀援措置】

・農研機構の施設等供⽤
・公庫の⻑期低利融資
・登録免許税の軽減 等

②②ススママーートト農農業業技技術術等等のの研研究究開開発発・・実実⽤⽤化化
((開開発発供供給給実実施施計計画画((仮仮称称))))

 

 

((多多様様なな農農業業者者をを育育成成・・確確保保))  
今後、⼈⼝減少が避けられない中で、⾷料の⽣産基盤を維持していくためには、中⻑期

的に農地の維持を図ろうとする者を地域の⼤切な農業⼈材として位置付けていくことが必
要です。その上で、⽣産⽔準を維持するためには、「受け⽫となる経営体と付加価値向上を
⽬指す経営体(効率的かつ安定的な経営体)」が円滑に⽣産基盤を継承できる環境の整備が5 
不可⽋です。このため、受け⽫となる経営体と付加価値向上を⽬指す経営体を育成・確保
しながら、多様な農業者とともに⽣産基盤の維持・強化が図られるよう、新規就農の推進
を始めとして、将来の農業⼈材の育成・確保を図ることとしています。 
 
((農農地地のの確確保保とと適適正正・・有有効効利利⽤⽤をを推推進進))  10 

⽬標地図を含む「地域計画1」に基づき、⽬標地図上の受け⼿に対する農地の集約化等を
着実に進めるほか、世界の⾷料事情が不安定化する中で、我が国の⾷料安全保障を強化す
るため、国が責任を持って⾷料⽣産基盤である農地を確保するとともに、その適正かつ効
率的な利⽤を図る必要があります。 

政府は、我が国の⾷料及び農業をめぐる諸情勢の変化に鑑み、国⺠に対する⾷料の安定15 
供給を確保するため、国及び都道府県において確保すべき農⽤地の⾯積の⽬標の達成に向
けた措置の強化、農地の違反転⽤に対する措置の強化、農地所有適格法⼈の⾷品事業者等
との連携による経営の発展に関する計画認定制度の創設等の措置を講ずることを内容とす
る「⾷料の安定供給のための農地の確保及びその有効な利⽤を図るための農業振興地域の
整備に関する法律等の⼀部を改正する法律案」を第213回通常国会に提出したところです20 
(図図表表  特特33--44)。 
 

 
 

 
1 トピックス1を参照 

図表 特3-4 ⾷料の安定供給のための農地の確保及びその有効な利⽤を図るための農業振興地
域の整備に関する法律等の⼀部を改正する法律案の概要 

資料：農林⽔産省作成 
 

農業⽣産の基盤である農地の確保 農地の適正かつ効率的な利⽤の促進

＜＜経経営営基基盤盤強強化化のの措措置置をを適適⽤⽤ししたた場場合合のの出出資資構構成成ののイイメメーージジ＞＞

※ 国による審査、農地転⽤の制限、種類株の制限、必要に応じ
国による農地買収等

※ 農地所有適格法⼈(農地を所有可)は、農業者が総議決権の50％超を
持つことを要件としている。

１１//３３超超 50%

１１//２２超超

農農業業者者 ⾷⾷品品事事業業者者等等 そそのの他他

〇〇 農農地地のの確確保保ののたためめのの措措置置のの整整備備
→→ 都道府県の⾯積⽬標の達成に向けた措置

の強化等
〇〇 農農地地転転⽤⽤にに係係るる⼿⼿続続のの厳厳格格化化
→→ 農地転⽤許可における定期報告等を⾏う

仕組みの構築等

〇〇 ⼈⼈とと農農地地のの受受けけ⽫⽫ととななるる農農地地所所有有適適格格法法⼈⼈のの経経営営基基盤盤強強化化
→→ 懸念払しょく措置(※)を講じた上で⾷品事業者等との連

携による出資の柔軟化
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→→ 農地の権利取得の許可要件の例⽰として、農業関係法令

の遵守状況を追加等
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の⼀層の⼤区画化やデジタル基盤の整備を推進すること等により、農地の受け⽫とな
る者への農地の集積・集約化を促進することとしています。このほか、需要に応じた⽣産
を促進するため、⽔⽥の汎⽤化に加えて、⽔⽥の畑地化を推進することとしています。 5 

また、農業⽣産基盤の整備については、災害の頻発化・激甚化が顕著となる中、災害の
防⽌・軽減を図るためにも⾏う旨や、施設の⽼朽化等が進む中、⼈⼝減少により施設の点
検・操作や集落の共同活動が困難となる地域でも⽣産活動が維持されるよう、農業⽔利施
設等の農業⽣産基盤の保全管理も適切に図っていく必要がある旨を、それぞれ位置付ける
とともに、必要な事業や仕組みの⾒直し等も⾏うこととしています。 10 

さらに、農業⽣産基盤の保全管理に当たって、頭⾸
とうしゅ

⼯
こう

等の基幹施設については省エネル
ギー化や再⽣可能エネルギーの利⽤、集約・再編、ICT1(情報通信技術)等の新技術活⽤等
を、⽤⽔路等の末端施設については開⽔路の管路化、畦

けい
畔
はん

拡幅、法⾯
のりめん

被覆等を、それぞれ
推進することとしています。 
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((ススママーートト農農業業技技術術のの導導⼊⼊にによよるる⽣⽣産産性性のの⾼⾼いい農農業業へへのの転転換換をを推推進進))  

政府は、農業の⽣産性の向上を図るため、スマート農業技術の活⽤及びこれと併せて⾏
う農産物の新たな⽣産の⽅式の導⼊に関する計画並びにスマート農業技術等の開発及びそ
の成果の普及に関する計画の認定制度を設け、これらの認定を受けた者に対する株式会社
⽇本
にっぽん

政策
せいさく

⾦融
きんゆう

公庫
こ う こ

(以下「公庫」という。)による貸付けの特例等の措置を講ずることを内20 
容とする「農業の⽣産性の向上のためのスマート農業技術の活⽤の促進に関する法律案」
を第213回通常国会に提出したところです(図図表表  特特33--55)。 
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図表 特3-5 スマート農業技術の活⽤促進のための法的枠組み 

資料：農林⽔産省作成 
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・スマート農業技術活⽤

＋⽣産・流通・販売⽅式の⾒直し
【取組主体】

・農業者、⾷品事業者、農業⽀援サービス
事業体(農業者は必須)

【⽀援措置】
・公庫の⻑期低利融資
・投資促進税制(法⼈税・所得税) 等

①①ススママーートト農農業業技技術術のの活活⽤⽤ととここれれにに適適合合すするる
たためめのの⽣⽣産産・・流流通通・・販販売売⽅⽅式式のの⾒⾒直直しし

((⽣⽣産産⽅⽅式式⾰⾰新新実実施施計計画画((仮仮称称))))
【取組内容】

・スマート農業技術等の研究開発・実⽤化
【取組主体】

・研究開発等を⾏おうとする者
【⽀援措置】

・農研機構の施設等供⽤
・公庫の⻑期低利融資
・登録免許税の軽減 等

②②ススママーートト農農業業技技術術等等のの研研究究開開発発・・実実⽤⽤化化
((開開発発供供給給実実施施計計画画((仮仮称称))))

 

 

((多多様様なな農農業業者者をを育育成成・・確確保保))  
今後、⼈⼝減少が避けられない中で、⾷料の⽣産基盤を維持していくためには、中⻑期
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整備に関する法律等の⼀部を改正する法律案」を第213回通常国会に提出したところです20 
(図図表表  特特33--44)。 
 

 
 

 
1 トピックス1を参照 

図表 特3-4 ⾷料の安定供給のための農地の確保及びその有効な利⽤を図るための農業振興地
域の整備に関する法律等の⼀部を改正する法律案の概要 

資料：農林⽔産省作成 
 

農業⽣産の基盤である農地の確保 農地の適正かつ効率的な利⽤の促進

＜＜経経営営基基盤盤強強化化のの措措置置をを適適⽤⽤ししたた場場合合のの出出資資構構成成ののイイメメーージジ＞＞

※ 国による審査、農地転⽤の制限、種類株の制限、必要に応じ
国による農地買収等

※ 農地所有適格法⼈(農地を所有可)は、農業者が総議決権の50％超を
持つことを要件としている。

１１//３３超超 50%

１１//２２超超

農農業業者者 ⾷⾷品品事事業業者者等等 そそのの他他

〇〇 農農地地のの確確保保ののたためめのの措措置置のの整整備備
→→ 都道府県の⾯積⽬標の達成に向けた措置

の強化等
〇〇 農農地地転転⽤⽤にに係係るる⼿⼿続続のの厳厳格格化化
→→ 農地転⽤許可における定期報告等を⾏う

仕組みの構築等

〇〇 ⼈⼈とと農農地地のの受受けけ⽫⽫ととななるる農農地地所所有有適適格格法法⼈⼈のの経経営営基基盤盤強強化化
→→ 懸念払しょく措置(※)を講じた上で⾷品事業者等との連

携による出資の柔軟化

〇〇 農農地地のの適適正正かかつつ効効率率的的なな利利⽤⽤のの確確保保ののたためめのの措措置置のの整整備備
→→ 農地の権利取得の許可要件の例⽰として、農業関係法令

の遵守状況を追加等
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さらに、スマート農業技術には、開発が不⼗分な領域があること等の課題を踏まえ、国

が主導で実装まで想定した重点開発⽬標を明確にした上で、これに沿って研究開発等に取
り組むスタートアップ等の事業者に対する国⽴研究開発法⼈農 業

のうぎょう
・⾷ 品

しょくひん
産 業

さんぎょう
技術
ぎじゅつ

総合
そうごう

研 究
けんきゅう

機構
き こ う

(以下「農研機構」という。)の施設供⽤等を通じた産学官連携の強化により研究5 
開発を促進することとしています。 

 
((家家畜畜伝伝染染病病、、病病害害⾍⾍等等へへのの対対応応をを強強化化))  

家畜伝染病や病害⾍の侵⼊・まん延リスクが⾼まる中で、これらの発⽣予防・まん延防
⽌等について新たに位置付けるとともに、効果的に動植物検疫を実施する体制や予防を重10 
視した⽣産現場での防疫体制を構築することとしています。具体的には、(1)家畜防疫官・
植物防疫官の体制の充実、ICT技術等の活⽤による効果的な検疫体制の構築と厳格な⽔際
措置の実施、(2)家畜診療所等における産業動物獣医師の確保、遠隔診療等による適時適切
な獣医療の提供、データに基づく農場指導等による飼養衛⽣管理⽔準の向上、(3)病害⾍発
⽣予測の迅速化・精緻化や防除対策の⾼度化等による総合防除体系の構築等の施策を講じ15 
ることとしています。 

 
⑤⑤  農農村村のの振振興興  
((農農村村のの活活性性化化にに向向けけたた取取組組をを推推進進))  

農村に関わりを持つ⼈材を増やすため、地産地消・6次産業化1や農泊といった地域資源20 
を活⽤した農⼭漁村発イノベーションを推進するとともに、関係⼈⼝も交えて地域に根ざ
した経済活動が安定的に営まれるよう、地⽅公共団体と⺠間企業の連携による取組の⽀援
を⾏うこととしています。農村の活性化や地域課題の解決に向けた取組も広がっており、
有機農業のブランド化・販路拡⼤、地域農業の条件に合ったスマート農業技術の導⼊によ
る農作業の効率化といった事例も⾒られています。このような取組の拡⼤に向け、これま25 
で農業・農村に関するビジネスに携わっていなかった事業者と農業・農村の活性化に関わ
る関係者とのマッチング機会を創出し、課題解決に協⼒可能な企業を農村に呼び込むこと
としています。 

また、中⼭間地域等において複数の集落の機能を補完して、農⽤地の保全活動や農業を
核とした経済活動と併せて、⽣活⽀援等地域コミュニティ維持に資する取組を⾏う組織で30 
ある農村RMO2の形成を推進することとしています。 

さらに、中⼭間地域等において棚⽥の振興を始め、地域に「活⼒」を創出するための社
会貢献やビジネスの展開を図る企業の活動を後押しし、企業と地域との相互補完的なパー
トナーシップの構築を推進することとしています。 

くわえて、中⼭間地域における農地保全のための地域ぐるみの話合い、農地の粗放的な35 
利⽤、基盤・施設整備等にきめ細やかに取り組めるよう⽀援し、農村の持続的な「⼟地利
⽤」を推進することとしています。 

 

 
1 第4章第2節を参照 
2 Region Management Organizationの略 

 

 

また、スマート農業技術の導⼊効果を⼗分に発揮するため、⽣産現場において、スマー
ト農業技術の活⽤を⽀援する農業⽀援サービス事業体等と連携しながら、スマート農業技
術に適合した栽培体系の⾒直し等の⽣産・流通・販売⽅式への転換を促進することとして
います(図図表表  特特33--66)。 
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神奈川県鎌倉市

か ま く ら し
のinaho

イ ナ ホ
株式会社では、⼈⼿による作業を前提とし

た栽培⽅式の変⾰に向け、⾼畝栽培の改良・普及とアスパラガスを
⾃動収穫するロボットを開発しており、少⼈数でより⼤きな⾯積に
対応できる栽培⽅式の実現を⽬指しています。 

アスパラガス栽培においては、従来の平畝栽培では、圃場内の茎
葉の密度が⾼く、機械導⼊による栽培管理が困難であるほか、⼀本
⼀本⽬視で確認しながらの⼈⼿による収穫作業となり、⽣産性の向
上に結び付かないことが課題となっています。 

このため、同社では、通路幅が広く、機械導⼊・栽培管理が容易
になる圃場規格の整備とアスパラガス⾃動収穫ロボットの開発を⼀
体的に進めています。⾼畝栽培で⾃動収穫ロボットを⽤いると、平
畝栽培と⽐較して、作業時間が約5分の1に短縮することが確認され
ています。また、推奨圃場規格においては、春芽で80%、夏芽で65%
の収穫を達成しています。 

同社では、令和2(2020)年度からは、アスパラガス⽣産における働
き⽅改⾰の実現を⽬指し、枠板式⾼畝栽培を基盤とした省⼒安定栽
培システムの開発を産学連携で進めています。また、令和3(2021)
年からは、⾃動収穫機の効率的な稼働を⽬指し、⾹川県や北海道に
て実証導⼊を⾏っています。実証圃場では、株当たり3.3本程度の親
茎を⽴てるところ、株当たり2本と疎植栽培にすることにより、⾃動
収穫ロボットがアスパラガスを認識・アクセスすることが容易にな
ることが確認されています。 

同社では、今後とも関係機関と連携しながら、収量性と親茎密度
の適切な関係性の確認を進め、枠板式⾼畝栽培の普及に向けた取組
を推進し、若⼿農業者の参⼊促進を図っていくこととしています。 

通通路路幅幅のの広広いい⾼⾼畝畝栽栽培培のの圃圃場場  
資料：inaho株式会社 

((事事例例))  圃圃場場規規格格のの整整備備とと⾼⾼畝畝栽栽培培ででのの⾃⾃動動収収穫穫ロロボボッットトのの開開発発をを推推進進((神神奈奈川川県県))  

アアススパパララガガススのの  
⾃⾃動動収収穫穫ロロボボッットト  

資料：inaho株式会社 

図表 特3-6 スマート農業技術に適合した栽培⽅法転換のイメージ 

資料：農林⽔産省作成 

樹⽊が圃場内に散在し 
作業動線が複雑 

樹⽊を直線的に配置し 
機械作業を容易化 

(現状) (将来の姿) 
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((事事例例))  圃圃場場規規格格のの整整備備とと⾼⾼畝畝栽栽培培ででのの⾃⾃動動収収穫穫ロロボボッットトのの開開発発をを推推進進((神神奈奈川川県県))  
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資料：inaho株式会社 

図表 特3-6 スマート農業技術に適合した栽培⽅法転換のイメージ 

資料：農林⽔産省作成 

樹⽊が圃場内に散在し 
作業動線が複雑 

樹⽊を直線的に配置し 
機械作業を容易化 

(現状) (将来の姿) 
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⑥⑥  多多⾯⾯的的機機能能のの発発揮揮  
((地地域域がが⼀⼀体体ととななっったた共共同同活活動動にによよりり多多⾯⾯的的機機能能のの発発揮揮をを促促進進))  

農業・農村は、国⼟の保全、⽔源の涵養
かんよう

、良好な景観の形成等の多⾯的機能を有してお
り、これを適切かつ⼗分に発揮させるためにも農業⽣産活動の継続に加えて、共同活動に
よる地域資源の保全を図ることが重要です。 5 

このため、⽇本型直接⽀払制度については、農業・農村の⼈⼝減少等を⾒据えた上で、
持続可能で強固な⾷料供給基盤の確⽴が図られるよう、具体化を図ることとしています。
このうち中⼭間地域等直接⽀払制度については、引き続き地域施策の柱として推進すると
ともに、農業⽣産活動の基盤である集落機能の再⽣・維持を図るため、農地保全やくらし
を⽀える農村RMO等の活動を促進する仕組みを検討することとしています。 10 

 

 
 
また、多⾯的機能⽀払制度については、草刈りや泥上げ等の集落の共同活動が困難とな

ることに対応するため、市町村も関与して最適な⼟地利⽤の姿を明確にし、活動組織にお15 

 
⾹川県⼩⾖島町

しょうどしまちょう
の⼩⾖島町

しょうどしまちょう
中⼭
なかやま

棚⽥
た な だ

協議会
きょうぎかい

は、地域の⽂化や伝統の源である千枚⽥を守るため、
⼤学・企業と連携した棚⽥保全の取組を推進しています。 

⼩⾖島のほぼ中央の中⼭間地域に位置する中⼭
なかやま

地区は、古くから棚⽥による稲作が⾏われてきて
いますが、特に「つなぐ棚⽥遺産」にも選ばれている「中⼭

なかやま
千枚
せんまい

⽥
だ

」での⽶作りは、保⽔や⽣態系の
保全、景観の形成だけにとどまらず、「農村歌舞伎」や「⾍送り」等の伝統や⽂化が蓄積されており、
地域⽂化の軸となっています。 

⼀⽅、同地区では、地域の過疎化・⾼齢化の進⾏により、棚⽥の荒廃や⽔循環機能の低下、農作
業効率の更なる悪化等のほか、地域⽂化の伝承にも影響が及んでいることから、地域住⺠が主体とな
って同協議会を⽴ち上げ、中⼭間地域等直接⽀払交付⾦を活⽤しながら、多様な保全活動を実施して
います。 

同協議会では、⾹川⼤学と連携し、⽤⽔路清掃等のボランティア活動や耕作体験、伝統⾏事への
参加を通じて、様々な交流を⾏っています。⼤学⽣によるボランティア活動の受⼊れ等により、棚⽥
での耕作が地域の活⼒づくりにつながり、耕作放棄地の解消にも寄与しています。 

また、地元酒造会社と連携して、⽇本酒の原料となる酒⽶の作付けを平成27(2015)年度から実施
しています。休耕⽥の解消･予防を図るとともに、収穫した酒⽶を使って醸造した酒を地酒として販
売しています。 

このような取組の結果、協議会の発⾜から約10年で⽔⽥⾯積は約1割増加しました。同協議会では、
先⼈達が築き守ってきた美しい棚⽥と、棚⽥を中⼼に培われてきた⽂化・伝統を後世に残すため、今
後とも⼤学や企業と連携し、担い⼿の確保、農産物の販売、伝統⾏事への参加等を促進していくこと
としています。 

つつななぐぐ棚棚⽥⽥遺遺産産  
「「中中⼭⼭千千枚枚⽥⽥」」  

((事事例例))  ⼤⼤学学・・企企業業とと連連携携ししたた棚棚⽥⽥保保全全のの取取組組をを推推進進((⾹⾹川川県県))  

酒酒⽶⽶のの籾籾ままきき作作業業  
資料：⼩⾖島町中⼭棚⽥協議会 

 

 

 
 
((農農村村のの振振興興ににつついいてて、、地地域域社社会会のの維維持持をを図図っってていいくく旨旨をを位位置置付付けけ))  

農村振興の政策の⽅向性について、「基盤整備」、「⽣活環境整備」の⼆本柱に加え、農泊
の推進等を念頭に農村との関わりを持つ者(農村関係⼈⼝)の増加に資する「産業の振興」5 
や多⾯的機能⽀払を位置付けることとしています。また、農村RMOの促進を始めとして、
中⼭間地域の振興等を念頭に「地域社会の維持」を図っていくほか、⿃獣害対策や農福連
携等について明確化することとしています。 

 

 
⼭形県鶴岡市

つ る お か し
のYAMAGATA

ヤ マ ガ タ
 DESIGN

デ ザ イ ン
株式会社では、「官⺠共創」による

地域課題の解決に向け、産学官連携による農業⼈材の育成・確保や観光・教
育等の街づくり事業を展開しています。 

同社は、庄 内
しょうない

地域を拠点に地⽅都市の課題を希望に変える街づくり会社
として、観光、教育、⼈材、農業の四つの事業で分野横断的な取組を展開し
ています。 

また、同社が令和元(2019)年11⽉に設⽴した有機
ゆ う き

⽶
まい

デザイン株式会社＊では、有機⽶のマーケッ
ト拡⼤と有機農業に取り組む農業者の所得向上を⽬指した活動を推進しています。除草作業を省⼒
化する⾃動抑草ロボット「アイガモロボ」の開発・製造では全国の農業者や地⽅公共団体、普及機
関と連携し、有機農業の推進に向けた技術実証や有機農産物の販路確保に取り組んでいます。 

また、令和4(2022)年8⽉には、⼀般社団法⼈ヴァンフォーレスポーツクラブ及び⼭梨県北杜
ほ く と

市
し

と
包括連携協定を締結し、農業や観光等の振興を始め、⼦供達を中⼼とした新たな⾷育の展開により、
循環型社会の形成や地域の活性化を図る取組を推進しています。 

さらに、令和5(2023)年8⽉には、宮城県⼤崎市
お お さ き し

と「持続可能な農業推進に関する協定」を締結し、
グリーンな栽培体系への転換に協働で取り組み、世界農業遺産「⼤崎

おおさき
耕⼟
こ う ど

」での有機農業や環境保
全型農業の普及を図る取組を推進しています。 

このほか、YAMAGATA DESIGN株式会社では、平成30(2018)年9⽉に、庄 内
しょうない

平野の⽔⽥の上に
浮かぶように建つホテル「スイデンテラス」を開業し、⾃社農園で栽培した野菜を⽤いた料理を始
め、地域の魅⼒を体感できるサービスを提供しており、年間約5万⼈が宿泊しています。 

同社では、「地⽅の希望であれ」という新たなビジョンを掲げ、令和6(2024)年4⽉から、創業の地
を表す「株式会社SHONAI

シ ョ ウ ナ イ
」に社名変更することとしており、庄内という起点を強化しながら、そ

こで⽣まれたモデルを通じて⽇本全国の地⽅都市の課題を希望に変えるアクションを創発していく
こととしています。 
＊ 令和6(2024)年4⽉から「株式会社NEWGREEN

ニ ュ ー グ リ ー ン
」に社名変更し、農業のグリーン化を通じて農業者の所得を向上する取組

を加速化することとしている。 

宮宮城城県県⼤⼤崎崎市市ととのの協協定定式式  
資料：YAMAGATA DESIGN 株式会社 

((事事例例))  地地域域課課題題のの解解決決にに向向けけ、、農農業業やや観観光光等等のの街街づづくくりり事事業業をを展展開開((⼭⼭形形県県))  

ホホテテルル「「ススイイデデンンテテララスス」」  
資料：YAMAGATA DESIGN 株式会社 
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図表 特3-7 ⾷料・農業・農村基本法の⼀部を改正する法律案の概要 

資料：農林⽔産省作成 
  

(1) 基基本本理理念念について、
① 「「⾷⾷料料安安全全保保障障のの確確保保」」をを規規定定しし、その定義を「良良質質なな⾷⾷料料が合合理理的的なな価価格格で安安定定的的にに供供給給され、かつ、

国国⺠⺠⼀⼀⼈⼈⼀⼀⼈⼈ががここれれをを⼊⼊⼿⼿ででききるる状状態態」」とする。
② 国国⺠⺠にに対対すするる⾷⾷料料のの安安定定的的なな供供給給にに当当たたっっててはは、農農業業⽣⽣産産のの基基盤盤等等のの確確保保がが重重要要であることに鑑み、国内

への⾷料の供給に加え、海海外外へへのの輸輸出出をを図図るることで、農業及び⾷品産業の発展を通じた⾷⾷料料のの供供給給能能⼒⼒のの
維維持持がが図図らられれななけけれればばななららなないい旨を規定

③ ⾷⾷料料のの合合理理的的なな価価格格のの形形成成については、需給事情及び品質評価が適切に反映されつつ、⾷⾷料料のの持持続続的的なな供供
給給がが⾏⾏わわれれるるよようう、、農農業業者者、、⾷⾷品品事事業業者者、、消消費費者者そそのの他他のの⾷⾷料料シシスステテムムのの関関係係者者によりその持持続続的的なな供供給給にに
要要すするる合合理理的的なな費費⽤⽤がが考考慮慮されるようにしなければならない旨を規定

(2) 基基本本的的施施策策として、
① ⾷⾷料料のの円円滑滑なな⼊⼊⼿⼿(⾷⾷品品アアククセセスス)の確保(輸送⼿段の確保等)、農農産産物物・・農農業業資資材材のの安安定定的的なな輸輸⼊⼊の確保(輸

⼊相⼿国の多様化、投資の促進等)
② 収収益益性性のの向向上上に資する農農産産物物のの輸輸出出のの促促進進(輸輸出出産産地地のの育育成成、、⽣産から販売までの関係者が組織する団体

(品品⽬⽬団団体体)のの取取組組促促進進、、輸輸出出のの相相⼿⼿国国ににおおけけるる需需要要のの開開拓拓の⽀援等)
③ 価格形成における費費⽤⽤のの考考慮慮ののたためめのの⾷⾷料料シシスステテムムのの関関係係者者のの理理解解のの増増進進、費費⽤⽤のの明明確確化化のの促促進進等を規定

環環境境とと調調和和ののととれれたた⾷⾷料料シシスステテムムのの確確⽴⽴
(1) 新新たたなな基基本本理理念念として、⾷⾷料料シシスステテムムににつついいててはは、、⾷料の供給の各段階において環境に負荷を与える側⾯が

あることに鑑み、その負負荷荷のの低低減減が図られることにより、環環境境ととのの調調和和が図られなければならない旨を規定

(2) 基基本本的的施施策策として、農農業業⽣⽣産産活活動動、、⾷⾷品品産産業業のの事事業業活活動動における環環境境へへのの負負荷荷のの低低減減のの促促進進等等を規定

(1) 基基本本理理念念において、⽣⽣産産性性のの向向上上・付付加加価価値値のの向向上上により農農業業のの持持続続的的なな発発展展が図られなければならない旨
を追記

(2) 基基本本的的施施策策として、効率的かつ安定的な農業経営以外の多多様様なな農農業業者者にによよるる農農地地のの確確保保、農農業業法法⼈⼈のの経経営営基基
盤盤のの強強化化、農農地地のの集集団団化化・・適適正正利利⽤⽤、農農業業⽣⽣産産のの基基盤盤のの保保全全、先端的な技術(ススママーートト技技術術)等等をを活活⽤⽤ししたた⽣⽣産産
性性のの向向上上、農産物の付付加加価価値値のの向向上上(知知財財保保護護・・活活⽤⽤等等)、農業経営の⽀援を⾏う事業者(ササーービビスス事事業業体体)のの活活
動動促促進進、家家畜畜のの伝伝染染性性疾疾病病・・有有害害動動植植物物のの発発⽣⽣予予防防、農農業業資資材材のの価価格格変変動動へへのの影影響響緩緩和和等を規定

農業の持続的な発展

施⾏期⽇ 公布の⽇

(1) 基基本本理理念念において、地地域域社社会会がが維維持持されるよう農農村村のの振振興興が図られなければならない旨を追記
(2) 基基本本的的施施策策として、農農地地のの保保全全にに資資すするる共共同同活活動動の促進、地地域域のの資資源源をを活活⽤⽤ししたた事事業業活活動動の促進、農村への

滞在機会を提供する事業活動(農農泊泊)の促進、障害者等の農業活動(農農福福連連携携)の環境整備、⿃⿃獣獣害害対対策策等を規定

農農村村のの振振興興

⾷⾷料料安安全全保保障障のの確確保保

(第2条第1項関係)

(第2条第4項関係)

(第2条第5項関係)

(第19条及び第21条関係)

(第22条関係)

(第23条及び第39条関係)

(第3条関係)

(第20条及び第32条関係)

(第5条関係)

(第26条から第31条まで、第37条、第38条、第41条及び第42条関係)

(第6条関係)

(第43条から第49条まで関係)

 

 

ける⾮農業者・⾮農業団体の参画促進や⼟地改良区による作業者確保等を図る仕組みを検
討することとしています。 

さらに、環境保全型農業直接⽀払制度については、先進的な環境負荷低減への移⾏期の
取組を重点的に後押しするとともに、これらの取組を下⽀えする農地周辺の雑草抑制等の
共同活動を通じて⾯的な取組を促進する仕組みを検討することとしています。 5 

これらとともに、地域計画を始めとする⼈・農地関連施策やみどり戦略との調和等を図
っていくこととしています。 

 
((22)) ⾷⾷料料安安全全保保障障強強化化政政策策⼤⼤綱綱のの改改訂訂  
((⾷⾷料料安安全全保保障障強強化化政政策策⼤⼤綱綱をを改改訂訂))  10 

⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部は、令和4(2022)年12⽉に、⾷料安全保障の強
化に向けて構造転換を図るため、継続的に講ずべき対策とその⽬標を明らかにするものと
して「⾷料安全保障強化政策⼤綱」(以下「政策⼤綱」という。)を策定しました。 

その後、現⾏基本法の⾒直しに向けた検討が進めら
れる中で、「⾷料・農業・農村政策の新たな展開⽅向」15 
においては、平時から⾷料安全保障を抜本的に強化す
るための政策を確⽴することとされました。これらの
⾷料安全保障の考え⽅を踏まえ、川上から川下までサ
プライチェーン全体の強靱化につながる構造転換を集
中的に進めていく観点から、令和5(2023)年12⽉に政20 
策⼤綱を改訂し、施策の拡充を図りました。 

また、政策⼤綱においては、新しい資本主義の下、
農林⽔産業・⾷品産業の⽣産基盤を強固にする観点か
ら、⾷料安全保障の強化のための対策に加え、スマー
ト農林⽔産業等による成⻑産業化、農林⽔産物・⾷品の輸出促進、農林⽔産業のグリーン25 
化についても、改めてその⽬標等を整理し、その実現に向けた主要施策を取りまとめてい
ます。 
 
((33))  ⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村基基本本法法のの⼀⼀部部をを改改正正すするる法法律律案案のの国国会会提提出出 
((第第221133回回通通常常国国会会にに⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村基基本本法法のの⼀⼀部部をを改改正正すするる法法律律案案をを提提出出))  30 

政府は、近年における世界の⾷料需給の変動、地球温暖化の進⾏、我が国における⼈⼝
の減少その他の⾷料、農業及び農村をめぐる諸情勢の変化に対応し、⾷料安全保障の確保、
環境と調和のとれた⾷料システムの確⽴、
農業の持続的な発展のための⽣産性の向上、
農村における地域社会の維持等を図るため、35 
基本理念を⾒直すとともに、関連する基本
的施策等を定める「⾷料・農業・農村基本
法の⼀部を改正する法律案」を、第213回
通常国会に提出したところです(図図表表  特特
33--77)。 40 

 

⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村基基本本法法のの⼀⼀部部をを改改正正すするる法法律律案案  
新新旧旧対対照照条条⽂⽂  

URL：https://www.maff.go.jp/j/council/seisaku 
/kensho/attach/pdf/18siryo-5.pdf 

 

政政策策⼤⼤綱綱のの改改訂訂をを発発表表すするる内内閣閣総総理理⼤⼤⾂⾂  
資料：⾸相官邸ホームページ 
URL：https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida 

/actions/202312/27nourin.html 

36

食料・農業・農村基本法の検証・見直し特集

2024_農村白書1-0c_特集.indd   362024_農村白書1-0c_特集.indd   36 2024/05/14   21:48:232024/05/14   21:48:23



 

 

 
 

図表 特3-7 ⾷料・農業・農村基本法の⼀部を改正する法律案の概要 

資料：農林⽔産省作成 
  

(1) 基基本本理理念念について、
① 「「⾷⾷料料安安全全保保障障のの確確保保」」をを規規定定しし、その定義を「良良質質なな⾷⾷料料が合合理理的的なな価価格格で安安定定的的にに供供給給され、かつ、

国国⺠⺠⼀⼀⼈⼈⼀⼀⼈⼈ががここれれをを⼊⼊⼿⼿ででききるる状状態態」」とする。
② 国国⺠⺠にに対対すするる⾷⾷料料のの安安定定的的なな供供給給にに当当たたっっててはは、農農業業⽣⽣産産のの基基盤盤等等のの確確保保がが重重要要であることに鑑み、国内

への⾷料の供給に加え、海海外外へへのの輸輸出出をを図図るることで、農業及び⾷品産業の発展を通じた⾷⾷料料のの供供給給能能⼒⼒のの
維維持持がが図図らられれななけけれればばななららなないい旨を規定

③ ⾷⾷料料のの合合理理的的なな価価格格のの形形成成については、需給事情及び品質評価が適切に反映されつつ、⾷⾷料料のの持持続続的的なな供供
給給がが⾏⾏わわれれるるよようう、、農農業業者者、、⾷⾷品品事事業業者者、、消消費費者者そそのの他他のの⾷⾷料料シシスステテムムのの関関係係者者によりその持持続続的的なな供供給給にに
要要すするる合合理理的的なな費費⽤⽤がが考考慮慮されるようにしなければならない旨を規定

(2) 基基本本的的施施策策として、
① ⾷⾷料料のの円円滑滑なな⼊⼊⼿⼿(⾷⾷品品アアククセセスス)の確保(輸送⼿段の確保等)、農農産産物物・・農農業業資資材材のの安安定定的的なな輸輸⼊⼊の確保(輸

⼊相⼿国の多様化、投資の促進等)
② 収収益益性性のの向向上上に資する農農産産物物のの輸輸出出のの促促進進(輸輸出出産産地地のの育育成成、、⽣産から販売までの関係者が組織する団体

(品品⽬⽬団団体体)のの取取組組促促進進、、輸輸出出のの相相⼿⼿国国ににおおけけるる需需要要のの開開拓拓の⽀援等)
③ 価格形成における費費⽤⽤のの考考慮慮ののたためめのの⾷⾷料料シシスステテムムのの関関係係者者のの理理解解のの増増進進、費費⽤⽤のの明明確確化化のの促促進進等を規定

環環境境とと調調和和ののととれれたた⾷⾷料料シシスステテムムのの確確⽴⽴
(1) 新新たたなな基基本本理理念念として、⾷⾷料料シシスステテムムににつついいててはは、、⾷料の供給の各段階において環境に負荷を与える側⾯が

あることに鑑み、その負負荷荷のの低低減減が図られることにより、環環境境ととのの調調和和が図られなければならない旨を規定

(2) 基基本本的的施施策策として、農農業業⽣⽣産産活活動動、、⾷⾷品品産産業業のの事事業業活活動動における環環境境へへのの負負荷荷のの低低減減のの促促進進等等を規定

(1) 基基本本理理念念において、⽣⽣産産性性のの向向上上・付付加加価価値値のの向向上上により農農業業のの持持続続的的なな発発展展が図られなければならない旨
を追記

(2) 基基本本的的施施策策として、効率的かつ安定的な農業経営以外の多多様様なな農農業業者者にによよるる農農地地のの確確保保、農農業業法法⼈⼈のの経経営営基基
盤盤のの強強化化、農農地地のの集集団団化化・・適適正正利利⽤⽤、農農業業⽣⽣産産のの基基盤盤のの保保全全、先端的な技術(ススママーートト技技術術)等等をを活活⽤⽤ししたた⽣⽣産産
性性のの向向上上、農産物の付付加加価価値値のの向向上上(知知財財保保護護・・活活⽤⽤等等)、農業経営の⽀援を⾏う事業者(ササーービビスス事事業業体体)のの活活
動動促促進進、家家畜畜のの伝伝染染性性疾疾病病・・有有害害動動植植物物のの発発⽣⽣予予防防、農農業業資資材材のの価価格格変変動動へへのの影影響響緩緩和和等を規定

農業の持続的な発展

施⾏期⽇ 公布の⽇

(1) 基基本本理理念念において、地地域域社社会会がが維維持持されるよう農農村村のの振振興興が図られなければならない旨を追記
(2) 基基本本的的施施策策として、農農地地のの保保全全にに資資すするる共共同同活活動動の促進、地地域域のの資資源源をを活活⽤⽤ししたた事事業業活活動動の促進、農村への

滞在機会を提供する事業活動(農農泊泊)の促進、障害者等の農業活動(農農福福連連携携)の環境整備、⿃⿃獣獣害害対対策策等を規定

農農村村のの振振興興

⾷⾷料料安安全全保保障障のの確確保保

(第2条第1項関係)

(第2条第4項関係)

(第2条第5項関係)

(第19条及び第21条関係)

(第22条関係)

(第23条及び第39条関係)

(第3条関係)

(第20条及び第32条関係)

(第5条関係)

(第26条から第31条まで、第37条、第38条、第41条及び第42条関係)

(第6条関係)

(第43条から第49条まで関係)

 

 

ける⾮農業者・⾮農業団体の参画促進や⼟地改良区による作業者確保等を図る仕組みを検
討することとしています。 

さらに、環境保全型農業直接⽀払制度については、先進的な環境負荷低減への移⾏期の
取組を重点的に後押しするとともに、これらの取組を下⽀えする農地周辺の雑草抑制等の
共同活動を通じて⾯的な取組を促進する仕組みを検討することとしています。 5 

これらとともに、地域計画を始めとする⼈・農地関連施策やみどり戦略との調和等を図
っていくこととしています。 

 
((22)) ⾷⾷料料安安全全保保障障強強化化政政策策⼤⼤綱綱のの改改訂訂  
((⾷⾷料料安安全全保保障障強強化化政政策策⼤⼤綱綱をを改改訂訂))  10 

⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部は、令和4(2022)年12⽉に、⾷料安全保障の強
化に向けて構造転換を図るため、継続的に講ずべき対策とその⽬標を明らかにするものと
して「⾷料安全保障強化政策⼤綱」(以下「政策⼤綱」という。)を策定しました。 

その後、現⾏基本法の⾒直しに向けた検討が進めら
れる中で、「⾷料・農業・農村政策の新たな展開⽅向」15 
においては、平時から⾷料安全保障を抜本的に強化す
るための政策を確⽴することとされました。これらの
⾷料安全保障の考え⽅を踏まえ、川上から川下までサ
プライチェーン全体の強靱化につながる構造転換を集
中的に進めていく観点から、令和5(2023)年12⽉に政20 
策⼤綱を改訂し、施策の拡充を図りました。 

また、政策⼤綱においては、新しい資本主義の下、
農林⽔産業・⾷品産業の⽣産基盤を強固にする観点か
ら、⾷料安全保障の強化のための対策に加え、スマー
ト農林⽔産業等による成⻑産業化、農林⽔産物・⾷品の輸出促進、農林⽔産業のグリーン25 
化についても、改めてその⽬標等を整理し、その実現に向けた主要施策を取りまとめてい
ます。 
 
((33))  ⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村基基本本法法のの⼀⼀部部をを改改正正すするる法法律律案案のの国国会会提提出出 
((第第221133回回通通常常国国会会にに⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村基基本本法法のの⼀⼀部部をを改改正正すするる法法律律案案をを提提出出))  30 

政府は、近年における世界の⾷料需給の変動、地球温暖化の進⾏、我が国における⼈⼝
の減少その他の⾷料、農業及び農村をめぐる諸情勢の変化に対応し、⾷料安全保障の確保、
環境と調和のとれた⾷料システムの確⽴、
農業の持続的な発展のための⽣産性の向上、
農村における地域社会の維持等を図るため、35 
基本理念を⾒直すとともに、関連する基本
的施策等を定める「⾷料・農業・農村基本
法の⼀部を改正する法律案」を、第213回
通常国会に提出したところです(図図表表  特特
33--77)。 40 

 

⾷⾷料料・・農農業業・・農農村村基基本本法法のの⼀⼀部部をを改改正正すするる法法律律案案  
新新旧旧対対照照条条⽂⽂  

URL：https://www.maff.go.jp/j/council/seisaku 
/kensho/attach/pdf/18siryo-5.pdf 

 

政政策策⼤⼤綱綱のの改改訂訂をを発発表表すするる内内閣閣総総理理⼤⼤⾂⾂  
資料：⾸相官邸ホームページ 
URL：https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida 

/actions/202312/27nourin.html 

37

特 

集
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